
補
助
金
や
奨
学
金
の
額
な
ど
を
示
し
な

が
ら
、
繰
り
返
し
マ
ン
ツ
ー
マ
ン
で
説

明
し
て
い
る
」（
青
森
大
学
）、「
学
科

単
位
で
収
支
を
出
し
、
そ
の
デ
ー
タ
を

基
に
経
営
層
が
学
科
会
議
に
赴
い
て
議

論
し
て
い
る
」（
京
都
光
華
女
子
大
学
）、

「
た
と
え
経
営
デ
ー
タ
が
学
内
に
公
開

さ
れ
て
い
て
も
、現
場
が
そ
れ
を
見
て
、

実
感
し
な
け
れ
ば
意
味
が
な
い
。
学
長

や
Ｉ
Ｒ
が
、
デ
ー
タ
を
基
に
自
学
の
未

来
像
を
描
き
、全
学
に
説
明
す
る
」（
安

田
女
子
大
学
）、「
日
頃
か
ら
経
理
部
長

が
他
大
学
と
比
較
し
た
自
学
の
財
務
状

況
を
丁
寧
に
学
内
に
説
明
。
教
員
に
対

し
、
こ
れ
か
ら
入
学
を
し
て
く
る
学
生

の
学
習
到
達
度
が
ど
の
あ
た
り
に
位
置

し
、
ど
ん
な
学
生
を
教
え
る
こ
と
に
な

る
の
か
を
説
明
す
る
と
、
わ
か
っ
て
も

ら
い
や
す
い
」（
桜
美
林
大
学
）。

今までの中期計画の
総括をする3 執行部が戦略と方針を決定、

共有する4
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学
内
・
法
人
内
の
連
携

      

ト
ッ
プ
が
現
在
と
将
来
の
経
営
状

況
を
把
握
し
、
現
場
に
共
有
す
る
。

　ま
ず
、
執
行
部
が
危
機
意
識
を
持
つ

こ
と
が
肝
心
だ
。
も
し
「
具
体
的
に
ど

れ
だ
け
厳
し
く
な
る
の
か
把
握
し
て
い

な
い
」「
現
場
の
職
員
か
ら
の
問
題
提

起
を
聞
き
流
し
て
き
た
」の
で
あ
れ
ば
、

今
日
か
ら
改
め
よ
う
。

　構
成
員
が
人
口
減
を
自
分
事
化
す
る

た
め
の
方
策
と
し
て
、
今
号
で
取
材
し

た
大
学
は
一
様
に
、
執
行
部
が
現
状
を

把
握
し
、
現
場
に
説
明
す
る
こ
と
の
重

要
性
を
説
く
。「
現
在
の
経
営
状
況
と

今
後
の
見
通
し
に
つ
い
て
、
感
覚
的
に

怖
が
ら
せ
る
の
で
は
な
く
、
デ
ー
タ
を

示
す
こ
と
。学
生
１
人
当
た
り
の
収
入
、

      

ま
ず
自
学
に
と
っ
て
リ
ア
ル
な
人

口
減
デ
ー
タ
を
集
め
よ
う
。

　取
材
を
基
に
、
人
口
減
に
み
ん
な
で

挑
む
中
期
計
画
の
策
定
プ
ロ
セ
ス
を
7

つ
の
ス
テ
ッ
プ
に
ま
と
め
た【
図
表
１
】。

ま
ず
、
ス
テ
ッ
プ
１
と
し
て
、
執
行
部

自
身
が
、人
口
減
に
対
す
る
「
健
全
な
」

危
機
感
と
「
具
体
的
な
」
認
識
を
持
つ

こ
と
か
ら
始
め
た
い
。
財
務
状
況
だ
け

で
な
く
、
募
集
エ
リ
ア
の
小
中
高
の
減

少
状
況
や
、
こ
の
先
、
募
集
が
悪
化
す

れ
ば
教
職
員
の
待
遇
や
職
場
環
境
に
ど

ん
な
影
響
が
出
る
の
か
な
ど
、
自
分
た

ち
に
と
っ
て
身
近
な
人
口
減
デ
ー
タ
を

集
め
、
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
す
る
。

現
場
に
対
し
て
の
危
機
的
状
況
の
共
有

に
つ
い
て
は
、
も
し
今
ま
で
何
も
現
場

に
伝
え
て
こ
な
か
っ
た
場
合
は
、
打
ち

手
も
な
い
状
態
の
ま
ま
行
う
と
、
執
行

部
へ
の
信
頼
を
損
ね
、
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ

ン
の
低
下
に
つ
な
が
り
か
ね
な
い
た

め
、
そ
れ
は
ス
テ
ッ
プ
４
ま
で
待
ち
た

い
。
次
に
、
設
置
校
が
複
数
あ
る
私
学

な
ら
ば
、
法
人
経
営
上
の
大
学
の
位
置

付
け
を
確
認
し
た
い
（
ス
テ
ッ
プ
２
）。

多
く
の
法
人
で
は
、
大
学
の
収
入
が
大

き
く
、経
営
の
屋
台
骨
で
あ
る
か
ら
だ
。

法
人
は
各
校
の
経
営
状
況
も
考
慮
し
つ

つ
、
将
来
の
見
通
し
を
示
そ
う
。

　ス
テ
ッ
プ
３
と
し
て
は
、
前
回
の
中

期
計
画
の
振
り
返
り
を
行
い
た
い
。
こ

れ
は
次
期
計
画
の
実
効
性
と
、
現
場
の

士
気
を
左
右
す
る
。
未
達
成
の
理
由
を

探
る
だ
け
で
な
く
、
で
き
た
こ
と
は
評

価
し
、現
場
に
伝
え
る
こ
と
も
大
切
だ
。

具
体
的
な
ビ
ジ
ョ
ン
や
計
画
は
、
現
場

も
巻
き
込
ん
で
策
定
し
た
ほ
う
が
い
い

が
、
そ
の
基
に
な
る
自
学
の
危
機
的
な

状
況
と
そ
れ
を
打
開
す
る
た
め
の
方
針

や
戦
略
は
、
責
任
を
持
っ
て
執
行
部
が

示
そ
う
（
ス
テ
ッ
プ
４
）。
人
口
減
下

で
は
、
縮
小
や
撤
退
の
可
能
性
も
、
こ

の
段
階
で
提
示
し
て
お
き
た
い
。

　ス
テ
ッ
プ
５
と
し
て
、
計
画
よ
り
先

に
、
皆
で
同
じ
方
向
を
向
く
た
め
の
ビ

ジ
ョ
ン
を
策
定
す
る
。
そ
の
ベ
ー
ス
と

な
る
の
は
建
学
の
精
神
だ
。「
建
学
の

精
神
を
、
５
年
先
、
10
年
先
に
具
現
化

（
社
会
実
装
）し
た
と
き
の
姿
が
ビ
ジ
ョ

ン
と
な
る
」（
京
都
光
華
女
子
大
学
）。

執
行
部
が
向
か
う
べ
き
方
向
を
示
し
た

う
え
で
、
策
定
は
次
の
経
営
を
担
う
若

手
中
堅
に
任
せ
て
み
た
い
。
福
井
工
業

大
学
は
、
若
手
中
堅
教
職
員
が
策
定
し

て
い
る
。
人
口
減
に
対
応
し
た
中
期
計

画
は
、
ビ
ジ
ョ
ン
と
つ
な
げ
て
考
え
よ

う
（
ス
テ
ッ
プ
６
）。
大
き
な
投
資
が

必
要
な
施
策
は
必
ず
盛
り
込
み
、
リ
ス

ク
シ
ナ
リ
オ
も
用
意
す
る
。
実
効
性
を

高
め
る
た
め
の
、
    ＊

　
人
事
・
組
織
制
度

改
革
も
ぜ
ひ
盛
り
込
も
う
。
ビ
ジ
ョ
ン

や
中
期
計
画
が
決
ま
っ
た
ら
、
学
内
外

に
発
表
す
る
。
繰
り
返
し
の
発
信
が
浸

【図表1】みんなで挑む ！ 人口減下でのビジョン・中期計画の策定 ７つのステップ

▶漠然とした人口減ではなく、募
集エリアや地域の人口推移、県外
流出割合、小中高の統廃合状況、
事業所数推移など、自学にとってリ
アルな人口減データを集める
▶自学のメタ認知を図る。募集上
のポジション、教育、研究の競合
校と比べて優位な点、劣っている
点、リソースの掘り起こしと整理な
ど、客観的データを基に見直す
▶募集の悪化（収入減）が職場
に及ぼす影響もシミュレーション
する

▶法人のグランドデザイン上にお
ける、大学の経営上の役割を確認
する
▶将来の財務状況をシミュレー
ションする

▶できたこと、できなかったことを
確認（予実管理）。事実ベースで
評価し、できたことについては現
場を評価する（信頼関係や士気
の土台となる）
▶その評価の上に、次期中期計
画を積み上げる

▶経営戦略として、どのような道
筋で人口減下での課題を解決す
るかを決めておく
▶発展的なGOODシナリオだけ
でなく、BADシナリオも執行部の
視点から描いておく
▶この段階で、経営陣から全教職
員に共有。全教職員一丸となって
取り組む必要性も訴える
＊自学を取り巻く大学独自の環境分析
＊これまでの総括と課題
＊これからの戦略と方針
＊ビジョン策定ワークショップの立
ち上げ（執行部が指名する、また
は公募する）

▶いきなり具体的な中期計画を策
定せず、まずは建学の精神を、バッ
クキャストの視点で見つめ直す
▶次世代を担う若手中堅の教職
員を任命して、ワークショップ形式
でビジョンを検討する
▶職員主導で教員を巻き込むな
ど教職協働で取り組む

▶自学の経営だけでなく社会（地
域貢献）的な視点で考える
▶発展的な内容だけでなく、リスク
もふまえた計画にする（どういう状
態になったら見直すかも明記する）
▶学部新設再編など大きな項目
は必ず盛り込む
▶ビジョンや中期計画に沿った
行動を評価する人事組織制度
改革にも取り組む
▶検証のしくみも考える。大きな
目標（KGI）とともに、小さな検証
のしくみも設計する。PDCAの中
に多くのCAPDо＊が推進される
と、機動力のある中期計画になる

▶執行部は会議、研修等の場で
ビジョンや中期計画について繰り
返し言及する
▶経営企画部は、計画の進捗を
チェックしつつ、計画を実行する現
場が推進しやすいよう、気を配り
バックアップする
▶ビジョンや中期計画に沿った
行動を評価する人事制度を運用
する

実
行
項
目

執行部内で人口減に対する
健全な危機感と認識を持つ１ 今後の経営について

法人とすり合わせる2 学内外に発表、浸透させる7ビジョンを策定する5 人口減に対応した
中期計画を策定する6

透
の
コ
ツ
だ
。
経
営
企
画
部
は
、
進
捗

の
チ
ェ
ッ
ク
に
加
え
、
う
ま
く
遂
行
で

き
る
よ
う
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
す
る
こ
と
も

大
切
だ
（
ス
テ
ッ
プ
７
）。

　【図
表
2
】は
、3
大
学
の
ビ
ジ
ョ
ン
、

中
期
計
画
と
策
定
体
制
を
ま
と
め
た
も

の
。
桜
美
林
大
学
は
、「U

nique &
 

Sharp

」
と
い
う
ビ
ジ
ョ
ン
実
現
に
向

け
た
組
織
運
営
・
意
識
改
革
に
力
点
を

置
く
。
福
井
工
業
大
学
は
、
執
行
部
が

指
名
し
た
若
手
中
堅
教
職
員
が
ビ
ジ
ョ

ン
を
策
定
し
、
さ
ら
に
彼
ら
が
一
緒
に

自
学
の
未
来
を
つ
く
っ
て
い
き
た
い
メ

ン
バ
ー
を
選
ん
で
中
期
計
画
も
立
案
。

「
策
定
に
あ
た
っ
て
さ
ま
ざ
ま
な
現
場

の
声
も
聴
き
、
大
学
や
学
園
全
体
の
視

点
も
持
て
る
よ
う
に
な
り
、
経
営
が
自

分
事
に
な
っ
た
。
自
分
達
で
つ
く
っ
た

計
画
な
の
で
、
環
境
変
化
に
も
臨
機
応

変
に
対
応
し
や
す
い
」
と
い
う
。
京
都

光
華
女
子
大
学
は
、
建
学
の
精
神
を
い

か
に
今
後
社
会
実
装
す
る
か
を
一
番
の

優
先
事
項
と
し
、
執
行
部
が
責
任
を

持
っ
て
原
案
を
つ
く
り
、
現
場
の
声
も

適
宜
聞
き
な
が
ら
策
定
し
て
い
る
。

　ス
テ
ッ
プ
１
〜
７
を
通
し
、
困
難
に

立
ち
向
か
う
取
り
組
み
が
、
組
織
や

個
々
の
成
長
を
促
す
と
と
も
に
そ
の
大

学
ら
し
さ
を
形
づ
く
り
、
教
育
や
地
域

社
会
に
還
元
さ
れ
る
。
学
内
外
か
ら
の

評
価
が
構
成
員
の
誇
り
に
つ
な
が
り
、

さ
ら
な
る
意
欲
を
生
む
。
そ
ん
な
正
の

サ
イ
ク
ル
が
実
現
す
る
こ
と
を
願
う
。

Vision

幼稚園

小学校

学部増GOOD

BAD

学部
廃止

中学・高校

大学
Vision

Plan

Plan

A Q.

学
内
に
危
機
意
識
を

持
っ
て
も
ら
う
に
は
？

A Q.

人
口
減
下
の
ビ
ジ
ョ
ン
、

中
期
計
画
策
定
の
コ
ツ
は
？ Ｑ

Ａ＆

み
ん
な
で
取
り
組
む
コ
ツ
は
？ 

地
域
連
携
の
あ
り
方
は
？

人
口
減
下
で
の
大
学
経
営

規
模
拡
大
・
護
送
船
団
方
式
の
こ
れ
ま
で
と
は
異
な
る
フ
ェ
ー
ズ
に
、日
本
の
大
学
は
突
入
し
た
。新
時
代
の
経
営
は
ど
う
あ
る
べ
き
か
、疑
問
に
答
え
る
。

＊人事・組織改革の事例は、小誌No.304「あの大学が元気な理由」特集で紹介している

＊まず現状の課題を検証することでスピーディに改善を図るサイクル

補
助
金
や
奨
学
金
の
額
な
ど
を
示
し
な

が
ら
、
繰
り
返
し
マ
ン
ツ
ー
マ
ン
で
説

明
し
て
い
る
」（
青
森
大
学
）、「
学
科

単
位
で
収
支
を
出
し
、
そ
の
デ
ー
タ
を

基
に
経
営
層
が
学
科
会
議
に
赴
い
て
議

論
し
て
い
る
」（
京
都
光
華
女
子
大
学
）、

「
た
と
え
経
営
デ
ー
タ
が
学
内
に
公
開

さ
れ
て
い
て
も
、現
場
が
そ
れ
を
見
て
、

実
感
し
な
け
れ
ば
意
味
が
な
い
。
学
長

や
Ｉ
Ｒ
が
、
デ
ー
タ
を
基
に
自
学
の
未

来
像
を
描
き
、全
学
に
説
明
す
る
」（
安

田
女
子
大
学
）、「
日
頃
か
ら
経
理
部
長

が
他
大
学
と
比
較
し
た
自
学
の
財
務
状

況
を
丁
寧
に
学
内
に
説
明
。
教
員
に
対

し
、
こ
れ
か
ら
入
学
を
し
て
く
る
学
生

の
学
習
到
達
度
が
ど
の
あ
た
り
に
位
置

し
、
ど
ん
な
学
生
を
教
え
る
こ
と
に
な

る
の
か
を
説
明
す
る
と
、
わ
か
っ
て
も

ら
い
や
す
い
」（
桜
美
林
大
学
）。

今までの中期計画の
総括をする3 執行部が戦略と方針を決定、

共有する4
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内
・
法
人
内
の
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携

      

ト
ッ
プ
が
現
在
と
将
来
の
経
営
状

況
を
把
握
し
、
現
場
に
共
有
す
る
。

　ま
ず
、
執
行
部
が
危
機
意
識
を
持
つ

こ
と
が
肝
心
だ
。
も
し
「
具
体
的
に
ど

れ
だ
け
厳
し
く
な
る
の
か
把
握
し
て
い

な
い
」「
現
場
の
職
員
か
ら
の
問
題
提

起
を
聞
き
流
し
て
き
た
」の
で
あ
れ
ば
、

今
日
か
ら
改
め
よ
う
。

　構
成
員
が
人
口
減
を
自
分
事
化
す
る

た
め
の
方
策
と
し
て
、
今
号
で
取
材
し

た
大
学
は
一
様
に
、
執
行
部
が
現
状
を

把
握
し
、
現
場
に
説
明
す
る
こ
と
の
重

要
性
を
説
く
。「
現
在
の
経
営
状
況
と

今
後
の
見
通
し
に
つ
い
て
、
感
覚
的
に

怖
が
ら
せ
る
の
で
は
な
く
、
デ
ー
タ
を

示
す
こ
と
。学
生
１
人
当
た
り
の
収
入
、

      

ま
ず
自
学
に
と
っ
て
リ
ア
ル
な
人

口
減
デ
ー
タ
を
集
め
よ
う
。

　取
材
を
基
に
、
人
口
減
に
み
ん
な
で

挑
む
中
期
計
画
の
策
定
プ
ロ
セ
ス
を
7

つ
の
ス
テ
ッ
プ
に
ま
と
め
た【
図
表
１
】。

ま
ず
、
ス
テ
ッ
プ
１
と
し
て
、
執
行
部

自
身
が
、人
口
減
に
対
す
る
「
健
全
な
」

危
機
感
と
「
具
体
的
な
」
認
識
を
持
つ

こ
と
か
ら
始
め
た
い
。
財
務
状
況
だ
け

で
な
く
、
募
集
エ
リ
ア
の
小
中
高
の
減

少
状
況
や
、
こ
の
先
、
募
集
が
悪
化
す

れ
ば
教
職
員
の
待
遇
や
職
場
環
境
に
ど

ん
な
影
響
が
出
る
の
か
な
ど
、
自
分
た

ち
に
と
っ
て
身
近
な
人
口
減
デ
ー
タ
を

集
め
、
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
す
る
。

現
場
に
対
し
て
の
危
機
的
状
況
の
共
有

に
つ
い
て
は
、
も
し
今
ま
で
何
も
現
場

に
伝
え
て
こ
な
か
っ
た
場
合
は
、
打
ち

手
も
な
い
状
態
の
ま
ま
行
う
と
、
執
行

部
へ
の
信
頼
を
損
ね
、
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ

ン
の
低
下
に
つ
な
が
り
か
ね
な
い
た

め
、
そ
れ
は
ス
テ
ッ
プ
４
ま
で
待
ち
た

い
。
次
に
、
設
置
校
が
複
数
あ
る
私
学

な
ら
ば
、
法
人
経
営
上
の
大
学
の
位
置

付
け
を
確
認
し
た
い
（
ス
テ
ッ
プ
２
）。

多
く
の
法
人
で
は
、
大
学
の
収
入
が
大

き
く
、経
営
の
屋
台
骨
で
あ
る
か
ら
だ
。

法
人
は
各
校
の
経
営
状
況
も
考
慮
し
つ

つ
、
将
来
の
見
通
し
を
示
そ
う
。

　ス
テ
ッ
プ
３
と
し
て
は
、
前
回
の
中

期
計
画
の
振
り
返
り
を
行
い
た
い
。
こ

れ
は
次
期
計
画
の
実
効
性
と
、
現
場
の

士
気
を
左
右
す
る
。
未
達
成
の
理
由
を

探
る
だ
け
で
な
く
、
で
き
た
こ
と
は
評

価
し
、現
場
に
伝
え
る
こ
と
も
大
切
だ
。

具
体
的
な
ビ
ジ
ョ
ン
や
計
画
は
、
現
場

も
巻
き
込
ん
で
策
定
し
た
ほ
う
が
い
い

が
、
そ
の
基
に
な
る
自
学
の
危
機
的
な

状
況
と
そ
れ
を
打
開
す
る
た
め
の
方
針

や
戦
略
は
、
責
任
を
持
っ
て
執
行
部
が

示
そ
う
（
ス
テ
ッ
プ
４
）。
人
口
減
下

で
は
、
縮
小
や
撤
退
の
可
能
性
も
、
こ

の
段
階
で
提
示
し
て
お
き
た
い
。

　ス
テ
ッ
プ
５
と
し
て
、
計
画
よ
り
先

に
、
皆
で
同
じ
方
向
を
向
く
た
め
の
ビ

ジ
ョ
ン
を
策
定
す
る
。
そ
の
ベ
ー
ス
と

な
る
の
は
建
学
の
精
神
だ
。「
建
学
の

精
神
を
、
５
年
先
、
10
年
先
に
具
現
化

（
社
会
実
装
）し
た
と
き
の
姿
が
ビ
ジ
ョ

ン
と
な
る
」（
京
都
光
華
女
子
大
学
）。

執
行
部
が
向
か
う
べ
き
方
向
を
示
し
た

う
え
で
、
策
定
は
次
の
経
営
を
担
う
若

手
中
堅
に
任
せ
て
み
た
い
。
福
井
工
業

大
学
は
、
若
手
中
堅
教
職
員
が
策
定
し

て
い
る
。
人
口
減
に
対
応
し
た
中
期
計

画
は
、
ビ
ジ
ョ
ン
と
つ
な
げ
て
考
え
よ

う
（
ス
テ
ッ
プ
６
）。
大
き
な
投
資
が

必
要
な
施
策
は
必
ず
盛
り
込
み
、
リ
ス

ク
シ
ナ
リ
オ
も
用
意
す
る
。
実
効
性
を

高
め
る
た
め
の
、
    ＊

　
人
事
・
組
織
制
度

改
革
も
ぜ
ひ
盛
り
込
も
う
。
ビ
ジ
ョ
ン

や
中
期
計
画
が
決
ま
っ
た
ら
、
学
内
外

に
発
表
す
る
。
繰
り
返
し
の
発
信
が
浸

【図表1】みんなで挑む ！ 人口減下でのビジョン・中期計画の策定 ７つのステップ

▶漠然とした人口減ではなく、募
集エリアや地域の人口推移、県外
流出割合、小中高の統廃合状況、
事業所数推移など、自学にとってリ
アルな人口減データを集める
▶自学のメタ認知を図る。募集上
のポジション、教育、研究の競合
校と比べて優位な点、劣っている
点、リソースの掘り起こしと整理な
ど、客観的データを基に見直す
▶募集の悪化（収入減）が職場
に及ぼす影響もシミュレーション
する

▶法人のグランドデザイン上にお
ける、大学の経営上の役割を確認
する
▶将来の財務状況をシミュレー
ションする

▶できたこと、できなかったことを
確認（予実管理）。事実ベースで
評価し、できたことについては現
場を評価する（信頼関係や士気
の土台となる）
▶その評価の上に、次期中期計
画を積み上げる

▶経営戦略として、どのような道
筋で人口減下での課題を解決す
るかを決めておく
▶発展的なGOODシナリオだけ
でなく、BADシナリオも執行部の
視点から描いておく
▶この段階で、経営陣から全教職
員に共有。全教職員一丸となって
取り組む必要性も訴える
＊自学を取り巻く大学独自の環境分析
＊これまでの総括と課題
＊これからの戦略と方針
＊ビジョン策定ワークショップの立
ち上げ（執行部が指名する、また
は公募する）

▶いきなり具体的な中期計画を策
定せず、まずは建学の精神を、バッ
クキャストの視点で見つめ直す
▶次世代を担う若手中堅の教職
員を任命して、ワークショップ形式
でビジョンを検討する
▶職員主導で教員を巻き込むな
ど教職協働で取り組む

▶自学の経営だけでなく社会（地
域貢献）的な視点で考える
▶発展的な内容だけでなく、リスク
もふまえた計画にする（どういう状
態になったら見直すかも明記する）
▶学部新設再編など大きな項目
は必ず盛り込む
▶ビジョンや中期計画に沿った
行動を評価する人事組織制度
改革にも取り組む
▶検証のしくみも考える。大きな
目標（KGI）とともに、小さな検証
のしくみも設計する。PDCAの中
に多くのCAPDо＊が推進される
と、機動力のある中期計画になる

▶執行部は会議、研修等の場で
ビジョンや中期計画について繰り
返し言及する
▶経営企画部は、計画の進捗を
チェックしつつ、計画を実行する現
場が推進しやすいよう、気を配り
バックアップする
▶ビジョンや中期計画に沿った
行動を評価する人事制度を運用
する

実
行
項
目

執行部内で人口減に対する
健全な危機感と認識を持つ１ 今後の経営について

法人とすり合わせる2 学内外に発表、浸透させる7ビジョンを策定する5 人口減に対応した
中期計画を策定する6

透
の
コ
ツ
だ
。
経
営
企
画
部
は
、
進
捗

の
チ
ェ
ッ
ク
に
加
え
、
う
ま
く
遂
行
で

き
る
よ
う
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
す
る
こ
と
も

大
切
だ
（
ス
テ
ッ
プ
７
）。

　【図
表
2
】は
、3
大
学
の
ビ
ジ
ョ
ン
、

中
期
計
画
と
策
定
体
制
を
ま
と
め
た
も

の
。
桜
美
林
大
学
は
、「U

nique &
 

Sharp

」
と
い
う
ビ
ジ
ョ
ン
実
現
に
向

け
た
組
織
運
営
・
意
識
改
革
に
力
点
を

置
く
。
福
井
工
業
大
学
は
、
執
行
部
が

指
名
し
た
若
手
中
堅
教
職
員
が
ビ
ジ
ョ

ン
を
策
定
し
、
さ
ら
に
彼
ら
が
一
緒
に

自
学
の
未
来
を
つ
く
っ
て
い
き
た
い
メ

ン
バ
ー
を
選
ん
で
中
期
計
画
も
立
案
。

「
策
定
に
あ
た
っ
て
さ
ま
ざ
ま
な
現
場

の
声
も
聴
き
、
大
学
や
学
園
全
体
の
視

点
も
持
て
る
よ
う
に
な
り
、
経
営
が
自

分
事
に
な
っ
た
。
自
分
達
で
つ
く
っ
た

計
画
な
の
で
、
環
境
変
化
に
も
臨
機
応

変
に
対
応
し
や
す
い
」
と
い
う
。
京
都

光
華
女
子
大
学
は
、
建
学
の
精
神
を
い

か
に
今
後
社
会
実
装
す
る
か
を
一
番
の

優
先
事
項
と
し
、
執
行
部
が
責
任
を

持
っ
て
原
案
を
つ
く
り
、
現
場
の
声
も

適
宜
聞
き
な
が
ら
策
定
し
て
い
る
。

　ス
テ
ッ
プ
１
〜
７
を
通
し
、
困
難
に

立
ち
向
か
う
取
り
組
み
が
、
組
織
や

個
々
の
成
長
を
促
す
と
と
も
に
そ
の
大

学
ら
し
さ
を
形
づ
く
り
、
教
育
や
地
域

社
会
に
還
元
さ
れ
る
。
学
内
外
か
ら
の

評
価
が
構
成
員
の
誇
り
に
つ
な
が
り
、

さ
ら
な
る
意
欲
を
生
む
。
そ
ん
な
正
の

サ
イ
ク
ル
が
実
現
す
る
こ
と
を
願
う
。

Vision

幼稚園

小学校

学部増GOOD

BAD

学部
廃止

中学・高校

大学
Vision

Plan

Plan

A Q.

学
内
に
危
機
意
識
を

持
っ
て
も
ら
う
に
は
？

A Q.

人
口
減
下
の
ビ
ジ
ョ
ン
、

中
期
計
画
策
定
の
コ
ツ
は
？ Ｑ

Ａ＆

み
ん
な
で
取
り
組
む
コ
ツ
は
？ 

地
域
連
携
の
あ
り
方
は
？

人
口
減
下
で
の
大
学
経
営

規
模
拡
大
・
護
送
船
団
方
式
の
こ
れ
ま
で
と
は
異
な
る
フ
ェ
ー
ズ
に
、日
本
の
大
学
は
突
入
し
た
。新
時
代
の
経
営
は
ど
う
あ
る
べ
き
か
、疑
問
に
答
え
る
。

＊人事・組織改革の事例は、小誌No.304「あの大学が元気な理由」特集で紹介している

＊まず現状の課題を検証することでスピーディに改善を図るサイクル



補
助
金
や
奨
学
金
の
額
な
ど
を
示
し
な

が
ら
、
繰
り
返
し
マ
ン
ツ
ー
マ
ン
で
説

明
し
て
い
る
」（
青
森
大
学
）、「
学
科

単
位
で
収
支
を
出
し
、
そ
の
デ
ー
タ
を

基
に
経
営
層
が
学
科
会
議
に
赴
い
て
議

論
し
て
い
る
」（
京
都
光
華
女
子
大
学
）、

「
た
と
え
経
営
デ
ー
タ
が
学
内
に
公
開

さ
れ
て
い
て
も
、現
場
が
そ
れ
を
見
て
、

実
感
し
な
け
れ
ば
意
味
が
な
い
。
学
長

や
Ｉ
Ｒ
が
、
デ
ー
タ
を
基
に
自
学
の
未

来
像
を
描
き
、全
学
に
説
明
す
る
」（
安

田
女
子
大
学
）、「
日
頃
か
ら
経
理
部
長

が
他
大
学
と
比
較
し
た
自
学
の
財
務
状

況
を
丁
寧
に
学
内
に
説
明
。
教
員
に
対

し
、
こ
れ
か
ら
入
学
を
し
て
く
る
学
生

の
学
習
到
達
度
が
ど
の
あ
た
り
に
位
置

し
、
ど
ん
な
学
生
を
教
え
る
こ
と
に
な

る
の
か
を
説
明
す
る
と
、
わ
か
っ
て
も

ら
い
や
す
い
」（
桜
美
林
大
学
）。

ビジョン

中期計画
の主な
重点項目

KGIや
KPIの例

策定体制

      

ト
ッ
プ
が
現
在
と
将
来
の
経
営
状

況
を
把
握
し
、
現
場
に
共
有
す
る
。

　ま
ず
、
執
行
部
が
危
機
意
識
を
持
つ

こ
と
が
肝
心
だ
。
も
し
「
具
体
的
に
ど

れ
だ
け
厳
し
く
な
る
の
か
把
握
し
て
い

な
い
」「
現
場
の
職
員
か
ら
の
問
題
提

起
を
聞
き
流
し
て
き
た
」の
で
あ
れ
ば
、

今
日
か
ら
改
め
よ
う
。

　構
成
員
が
人
口
減
を
自
分
事
化
す
る

た
め
の
方
策
と
し
て
、
今
号
で
取
材
し

た
大
学
は
一
様
に
、
執
行
部
が
現
状
を

把
握
し
、
現
場
に
説
明
す
る
こ
と
の
重

要
性
を
説
く
。「
現
在
の
経
営
状
況
と

今
後
の
見
通
し
に
つ
い
て
、
感
覚
的
に

怖
が
ら
せ
る
の
で
は
な
く
、
デ
ー
タ
を

示
す
こ
と
。学
生
１
人
当
た
り
の
収
入
、

      

ま
ず
自
学
に
と
っ
て
リ
ア
ル
な
人

口
減
デ
ー
タ
を
集
め
よ
う
。

　取
材
を
基
に
、
人
口
減
に
み
ん
な
で

挑
む
中
期
計
画
の
策
定
プ
ロ
セ
ス
を
7

つ
の
ス
テ
ッ
プ
に
ま
と
め
た【
図
表
１
】。

ま
ず
、
ス
テ
ッ
プ
１
と
し
て
、
執
行
部

自
身
が
、人
口
減
に
対
す
る
「
健
全
な
」

危
機
感
と
「
具
体
的
な
」
認
識
を
持
つ

こ
と
か
ら
始
め
た
い
。
財
務
状
況
だ
け

で
な
く
、
募
集
エ
リ
ア
の
小
中
高
の
減

少
状
況
や
、
こ
の
先
、
募
集
が
悪
化
す

れ
ば
教
職
員
の
待
遇
や
職
場
環
境
に
ど

ん
な
影
響
が
出
る
の
か
な
ど
、
自
分
た

ち
に
と
っ
て
身
近
な
人
口
減
デ
ー
タ
を

集
め
、
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
す
る
。

現
場
に
対
し
て
の
危
機
的
状
況
の
共
有

に
つ
い
て
は
、
も
し
今
ま
で
何
も
現
場

に
伝
え
て
こ
な
か
っ
た
場
合
は
、
打
ち

手
も
な
い
状
態
の
ま
ま
行
う
と
、
執
行

部
へ
の
信
頼
を
損
ね
、
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ

ン
の
低
下
に
つ
な
が
り
か
ね
な
い
た

め
、
そ
れ
は
ス
テ
ッ
プ
４
ま
で
待
ち
た

い
。
次
に
、
設
置
校
が
複
数
あ
る
私
学

な
ら
ば
、
法
人
経
営
上
の
大
学
の
位
置

付
け
を
確
認
し
た
い
（
ス
テ
ッ
プ
２
）。

多
く
の
法
人
で
は
、
大
学
の
収
入
が
大

き
く
、経
営
の
屋
台
骨
で
あ
る
か
ら
だ
。

法
人
は
各
校
の
経
営
状
況
も
考
慮
し
つ

つ
、
将
来
の
見
通
し
を
示
そ
う
。

　ス
テ
ッ
プ
３
と
し
て
は
、
前
回
の
中

期
計
画
の
振
り
返
り
を
行
い
た
い
。
こ

れ
は
次
期
計
画
の
実
効
性
と
、
現
場
の

士
気
を
左
右
す
る
。
未
達
成
の
理
由
を

探
る
だ
け
で
な
く
、
で
き
た
こ
と
は
評

価
し
、現
場
に
伝
え
る
こ
と
も
大
切
だ
。

具
体
的
な
ビ
ジ
ョ
ン
や
計
画
は
、
現
場

も
巻
き
込
ん
で
策
定
し
た
ほ
う
が
い
い

が
、
そ
の
基
に
な
る
自
学
の
危
機
的
な

状
況
と
そ
れ
を
打
開
す
る
た
め
の
方
針

や
戦
略
は
、
責
任
を
持
っ
て
執
行
部
が

示
そ
う
（
ス
テ
ッ
プ
４
）。
人
口
減
下

で
は
、
縮
小
や
撤
退
の
可
能
性
も
、
こ

の
段
階
で
提
示
し
て
お
き
た
い
。

　ス
テ
ッ
プ
５
と
し
て
、
計
画
よ
り
先

に
、
皆
で
同
じ
方
向
を
向
く
た
め
の
ビ

ジ
ョ
ン
を
策
定
す
る
。
そ
の
ベ
ー
ス
と

な
る
の
は
建
学
の
精
神
だ
。「
建
学
の

精
神
を
、
５
年
先
、
10
年
先
に
具
現
化

（
社
会
実
装
）し
た
と
き
の
姿
が
ビ
ジ
ョ

ン
と
な
る
」（
京
都
光
華
女
子
大
学
）。

執
行
部
が
向
か
う
べ
き
方
向
を
示
し
た

う
え
で
、
策
定
は
次
の
経
営
を
担
う
若

手
中
堅
に
任
せ
て
み
た
い
。
福
井
工
業

大
学
は
、
若
手
中
堅
教
職
員
が
策
定
し

て
い
る
。
人
口
減
に
対
応
し
た
中
期
計

画
は
、
ビ
ジ
ョ
ン
と
つ
な
げ
て
考
え
よ

う
（
ス
テ
ッ
プ
６
）。
大
き
な
投
資
が

必
要
な
施
策
は
必
ず
盛
り
込
み
、
リ
ス

ク
シ
ナ
リ
オ
も
用
意
す
る
。
実
効
性
を

高
め
る
た
め
の
、
    ＊

　
人
事
・
組
織
制
度

改
革
も
ぜ
ひ
盛
り
込
も
う
。
ビ
ジ
ョ
ン

や
中
期
計
画
が
決
ま
っ
た
ら
、
学
内
外

に
発
表
す
る
。
繰
り
返
し
の
発
信
が
浸

（大学）第３次中期計画（～2023年度）ＫＧＩ

・北陸地方の地域課題をテーマにした研究の増加
・産学官による受託研究、共同研究等の件数

の増加：2018年度比50％増
・地域の関わりのある学修活動（PBL等）への

教員取組率：60％以上
・同窓会総会等の参加者数の増加 ：2018

年度比２倍
・学生満足度：100％
・海外派遣事業への在学生・教職員の参加

率：年間10％
・インターナショナルセンターの日本人学生の

利用者数増加：2018年度比５倍

（学園）光華ビジョン2030　ACT1（～2024
年度） 財政の健全化に向けた目標

・事業活動収支／基本金組入前当年度収支
差額：黒字化

・運用資産余裕比率（運用資産－外部負債）
÷経常支出：1.3倍以上

・人件費比率 人件費÷経常収入：60%以下
・教育研究経費比率　教育研究経費÷経常

収入：30%程度
管理経費比率　管理経費÷経常収入：
5%程度

・校園別･学科別収支：黒字化

（学園）2026年度目標値

・高大接続プログラム参加者数：40,000人
・総志願者数（実志願者数）：7,723人
・年内入試志願者数：2,300人
・地域向けイベントの参加者満足度：85%
・大学コンソーシアム事業等連携件数：7件
・卒業生ネットワークの支部数：35支部
・学園全体の寄付獲得額：1億円
・月平均残業時間数の削減：21時間以下
・学納金支払Webサイト『OBIPAY』を通じた

学費の支払割合：95％

19 18No.308No.308

特集  みんなで挑む！人口減

透
の
コ
ツ
だ
。
経
営
企
画
部
は
、
進
捗

の
チ
ェ
ッ
ク
に
加
え
、
う
ま
く
遂
行
で

き
る
よ
う
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
す
る
こ
と
も

大
切
だ
（
ス
テ
ッ
プ
７
）。

　【図
表
2
】は
、3
大
学
の
ビ
ジ
ョ
ン
、

中
期
計
画
と
策
定
体
制
を
ま
と
め
た
も

の
。
桜
美
林
大
学
は
、「U

nique &
 

Sharp

」
と
い
う
ビ
ジ
ョ
ン
実
現
に
向

け
た
組
織
運
営
・
意
識
改
革
に
力
点
を

置
く
。
福
井
工
業
大
学
は
、
執
行
部
が

指
名
し
た
若
手
中
堅
教
職
員
が
ビ
ジ
ョ

ン
を
策
定
し
、
さ
ら
に
彼
ら
が
一
緒
に

自
学
の
未
来
を
つ
く
っ
て
い
き
た
い
メ

ン
バ
ー
を
選
ん
で
中
期
計
画
も
立
案
。

「
策
定
に
あ
た
っ
て
さ
ま
ざ
ま
な
現
場

の
声
も
聴
き
、
大
学
や
学
園
全
体
の
視

点
も
持
て
る
よ
う
に
な
り
、
経
営
が
自

分
事
に
な
っ
た
。
自
分
達
で
つ
く
っ
た

計
画
な
の
で
、
環
境
変
化
に
も
臨
機
応

変
に
対
応
し
や
す
い
」
と
い
う
。
京
都

光
華
女
子
大
学
は
、
建
学
の
精
神
を
い

か
に
今
後
社
会
実
装
す
る
か
を
一
番
の

優
先
事
項
と
し
、
執
行
部
が
責
任
を

持
っ
て
原
案
を
つ
く
り
、
現
場
の
声
も

適
宜
聞
き
な
が
ら
策
定
し
て
い
る
。

　ス
テ
ッ
プ
１
〜
７
を
通
し
、
困
難
に

立
ち
向
か
う
取
り
組
み
が
、
組
織
や

個
々
の
成
長
を
促
す
と
と
も
に
そ
の
大

学
ら
し
さ
を
形
づ
く
り
、
教
育
や
地
域

社
会
に
還
元
さ
れ
る
。
学
内
外
か
ら
の

評
価
が
構
成
員
の
誇
り
に
つ
な
が
り
、

さ
ら
な
る
意
欲
を
生
む
。
そ
ん
な
正
の

サ
イ
ク
ル
が
実
現
す
る
こ
と
を
願
う
。

【図表2】ビジョン・中期計画の例

京都光華女子大学 福井工業大学 桜美林大学
（学園）
J. F. Oberlin Schools 2040
ーUnique & Sharpー

（学園）
「夢」を描き、「夢」を語り、「夢」を創る学園へ

（大学）
地域とともに歩みながら学生と教職員が
深化し続ける福井工業大学

（学園）
知性豊かで品位のある女性を育む教育と先進的な
教育の融合が評価され、ワクワク感が漲る地域の
プラットホーム校として認知される総合学園

（大学）
For Future Well-Being
人々の「健康」と優しく温かい「未来社会」を創造

（学園）
迅速で柔軟な組織運営
1. ガバナンス機能の強化とコンプライアンス管理の徹底
2. 収入構造多角化による経営基盤の安定
3. 学園経営改革を支える人事戦略プロジェクト
4. DX推進によるワークスタイル改革の実現

主体的で躍動感ある教育研究
5. 教育改革を実現するキャンパス戦略
6. 対面教育とオンライン教育によるハイブリッド教育の推進
7. EM（エンロールメントマネジメント）IRを軸とした学生サービス改革

多様な価値観を尊重するコミュニティ
8. 桜美林ブランディング100
9. 桜美林ダイバーシティキャンパス
10. 桜美林グローバルビジョン
11. 桜美林スポーツビジョン

（学園）
1. 光華一貫教育の創造
・宗教教育
・体験・探究学習（STEAMS）×教科学習＋EdTech
・コミュニケーション力、海外交流・異文化理解
2. 教育研究体制・質の向上
3. 教育環境の充実
・教育課程・手法の体系化、研究推進
・学部・学科・専攻・コース・プログラム
・活気ある教職員組織の構築
・幼小中校舎建替、大短施設再整備
4. 経営・運営基盤の強化
・総在籍者数3,400～3,550名達成
・学園・校園のブランド構築/広報強化
・中期計画の策定と着実な実施
・組織ガバナンス強化と組織の活性化

（法人本部）
1. Branding
2. Change Our Mind
3. Peace of Mind

（大学）
1. 教育の深化
2. 研究の深化
3. 地域連携の深化
4. 学生支援の充実
5. グローバル化の推進
6. 中高大連携の推進
7. 大学院教育の充実
8. 戦略的な広報
9. 質保証と情報公開

福井工業大学
教職員５人

福井高校
福井中学校

教員６人

法人本部
職員２人

福井工業大学
教職員４人

福井高校
福井中学校

教員３人

法人本部
職員２人

＜策定委員会＞  リーダー      ：経営企画部長
　　　　　　　 サブリーダー ：経営企画課長

理事長 理事会

各部局

アクションプラン・KPIの共同策定

あるべき姿のヒアリング
キーワードのすり合わせ

法人本部総合企画部

理事会

各部局（各学科・研究科会議、事務部門等）

目的

策定者

実行者

法人と設置校

シナリオ

組織マネジメント

大学や法人の経営存続のため

執行部がつくり、トップダウンで指示

教員の役職者中心

設置校任せ
発展的なシナリオに沿って、取り組みを付加していく

人事・組織制度改革は難しいため、後回し

大学や法人の経営＋地域（社会の）存続のため

道筋は執行部が、具体化は次世代の経営人材が担う

職員が中心になり、教員を巻き込む

法人のグランドデザインや支援の下、連携して計画を策定、実行

リスクベースのシナリオも策定。見直し、撤退、縮小する条件も盛り込む

まずビジョンや計画を達成しやすいよう、人事・組織制度改革を行う

壱岐 由香
いきゆか●1988年（株）福武書店

（現ベネッセコーポレーション）入社。
通信教育部、大学事業部に勤務。
1998年より（株）進研アド勤務。東北
支社支社長を経て、2009年より現部
門に所属し、大学、法人の経営改革、
UI開発、中期経営計画策定、ブラン
ディング事業のサポートに関わる。

　人口減による学生募集市場の縮小̶̶大学関
係者の誰もが知る事実ですが、自身の職場に起こる
具体的な変化まで予測できているでしょうか。定員数
を２割減らしたとき、採算が取れる適切な教職員数
は？ 現在と同じ序列で「難関大学」から定員が埋まっ
ていったとき、自学の入学者の学力はどこまで下がる
のか？ データに基づきリアルな未来予想図を描くと、
人口減が自分事化し、健全な危機意識を抱けます。
　地域が衰退すれば大学は生き残れないため、地域
社会の変化もシミュレーションすべきです。生産年齢
人口の減少スピードと、それによって生じる課題を分
析し、自学ができる貢献を検討することが、地域を、ひ
いては自学を存続させるうえでは欠かせません。
　「地域」の範囲は限定したほうが責任感を持ちやす
いでしょう。貢献の方向性は、私立大学であれば建学
の精神に見いだせるはずです。建学当時とは環境が
変わった今、創設者の志を実現する取り組みとはいか
なるものかを考えてみてください。お勧めしたいのは、
地域在住の卒業生によるコミュニティを施策のベー
スとすることです。卒業生とであれば、地域のニーズを
捉えながら、自学が果たす役割を本音で話し合えるの
ではないでしょうか。

　地域と共に歩む長期ビジョン策定の第一歩は、自
学の「メタ認知」です。学生募集、教育、研究、社会貢
献それぞれについて、同地域の他大学と何が重複し、
自学の競合優位性はどこにあるのか。現在の姿を客
観視したうえで、達成後がイメージしやすいビジョンを
打ち立てると、中期計画に落とし込みやすくなります。
　中期計画には、発展一辺倒のシナリオだけではな
く、リスクをふまえたシナリオも求められます。「○年度
に～」「○○が○％以下になったら～」といった見直し
の期限や条件を明文化しておけば、体力があるうちに

引き返せます。収支計画も綿密に立てましょう。今後
は中期計画で盛り込んでいない学部新設など投資が
必要な施策は、「国が言っているから」「増えてきたか
ら」と、突発的に行うにはリスクが大きすぎます。
　設置校を複数持つ法人は、各校に中期計画の策
定を指示する前に、法人全体としての計画を示すべき
です。各校が連携し、学園としての教育の特色化、可
視化を進めて新しい価値創造につなげることこそ、生
き残りの鍵になるからです。各校とも、元は同じ志をも
つ学校だったはず。時代の変化の中で、それぞれの特
性や市場に合わせて発展してきた反面、学園としての
まとまりやスケールメリットがなくなっていないでしょう
か。今こそ建学の精神に立ち戻り、学園全体の提供
価値を明確にすることが重要です。計画というと“やる
こと”ベースになりがちですが、第一段階としては、とも
に人口減社会を乗り越えていくための、法人としての
経営方針や戦略、経営ビジョンを示すべきです。その
ためには、法人トップを支える経営企画組織の強化も
必要でしょう。また、幼小中高に経営計画を立てる文
化が根付いていなければ、法人や、中期計画が義務
化され、経営の屋台骨である大学が支援しましょう。
　トップダウンが強すぎても、現場に丸投げでも、中期
計画はまとまりません。方向性は経営陣が示し、具体
化は次の経営を支える職員が担い、教員を巻き込む
スタイルがよいでしょう。そのためにも、中期計画に人
事・組織制度の見直しを盛り込むことをお勧めします。
ビジョンや計画達成につながる取り組みを積極的に
評価するマネジメントで構成員の意欲を盛り立てれ
ば、生きたビジョンや計画となっていくでしょう。

「自学の経営」と、「地域社会の存続」
２つの軸で変化を予測し、備える

法人は学園全体の中期計画を示し
各設置校の計画策定サポートを

（株）進研アド
改革支援室 統括ディレクター

人
口
減
下
で
の
中
期
計
画
策
定
の
あ
り
方

|
|
地
域
を
支
え
る
視
点
と
法
人
全
体
で
の
構
想
が
鍵

人口減を見据えた、これからの中期計画 
これまで これから

事務局が学内の情報を集め事業計画の原案策定、
部局の意見を反映

理事会がビジョンを策定、大学運営会議で報告

法人：学園運営部
大学：学長戦略推進部

事
務
局

リーダー： 
事務局長

＊大学の公表情報と取材を基にまとめ

＋

策定小委員会

補
助
金
や
奨
学
金
の
額
な
ど
を
示
し
な

が
ら
、
繰
り
返
し
マ
ン
ツ
ー
マ
ン
で
説

明
し
て
い
る
」（
青
森
大
学
）、「
学
科

単
位
で
収
支
を
出
し
、
そ
の
デ
ー
タ
を

基
に
経
営
層
が
学
科
会
議
に
赴
い
て
議

論
し
て
い
る
」（
京
都
光
華
女
子
大
学
）、

「
た
と
え
経
営
デ
ー
タ
が
学
内
に
公
開

さ
れ
て
い
て
も
、現
場
が
そ
れ
を
見
て
、

実
感
し
な
け
れ
ば
意
味
が
な
い
。
学
長

や
Ｉ
Ｒ
が
、
デ
ー
タ
を
基
に
自
学
の
未

来
像
を
描
き
、全
学
に
説
明
す
る
」（
安

田
女
子
大
学
）、「
日
頃
か
ら
経
理
部
長

が
他
大
学
と
比
較
し
た
自
学
の
財
務
状

況
を
丁
寧
に
学
内
に
説
明
。
教
員
に
対

し
、
こ
れ
か
ら
入
学
を
し
て
く
る
学
生

の
学
習
到
達
度
が
ど
の
あ
た
り
に
位
置

し
、
ど
ん
な
学
生
を
教
え
る
こ
と
に
な

る
の
か
を
説
明
す
る
と
、
わ
か
っ
て
も

ら
い
や
す
い
」（
桜
美
林
大
学
）。

ビジョン

中期計画
の主な
重点項目

KGIや
KPIの例

策定体制

      

ト
ッ
プ
が
現
在
と
将
来
の
経
営
状

況
を
把
握
し
、
現
場
に
共
有
す
る
。

　ま
ず
、
執
行
部
が
危
機
意
識
を
持
つ

こ
と
が
肝
心
だ
。
も
し
「
具
体
的
に
ど

れ
だ
け
厳
し
く
な
る
の
か
把
握
し
て
い

な
い
」「
現
場
の
職
員
か
ら
の
問
題
提

起
を
聞
き
流
し
て
き
た
」の
で
あ
れ
ば
、

今
日
か
ら
改
め
よ
う
。

　構
成
員
が
人
口
減
を
自
分
事
化
す
る

た
め
の
方
策
と
し
て
、
今
号
で
取
材
し

た
大
学
は
一
様
に
、
執
行
部
が
現
状
を

把
握
し
、
現
場
に
説
明
す
る
こ
と
の
重

要
性
を
説
く
。「
現
在
の
経
営
状
況
と

今
後
の
見
通
し
に
つ
い
て
、
感
覚
的
に

怖
が
ら
せ
る
の
で
は
な
く
、
デ
ー
タ
を

示
す
こ
と
。学
生
１
人
当
た
り
の
収
入
、

      

ま
ず
自
学
に
と
っ
て
リ
ア
ル
な
人

口
減
デ
ー
タ
を
集
め
よ
う
。

　取
材
を
基
に
、
人
口
減
に
み
ん
な
で

挑
む
中
期
計
画
の
策
定
プ
ロ
セ
ス
を
7

つ
の
ス
テ
ッ
プ
に
ま
と
め
た【
図
表
１
】。

ま
ず
、
ス
テ
ッ
プ
１
と
し
て
、
執
行
部

自
身
が
、人
口
減
に
対
す
る
「
健
全
な
」

危
機
感
と
「
具
体
的
な
」
認
識
を
持
つ

こ
と
か
ら
始
め
た
い
。
財
務
状
況
だ
け

で
な
く
、
募
集
エ
リ
ア
の
小
中
高
の
減

少
状
況
や
、
こ
の
先
、
募
集
が
悪
化
す

れ
ば
教
職
員
の
待
遇
や
職
場
環
境
に
ど

ん
な
影
響
が
出
る
の
か
な
ど
、
自
分
た

ち
に
と
っ
て
身
近
な
人
口
減
デ
ー
タ
を

集
め
、
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
す
る
。

現
場
に
対
し
て
の
危
機
的
状
況
の
共
有

に
つ
い
て
は
、
も
し
今
ま
で
何
も
現
場

に
伝
え
て
こ
な
か
っ
た
場
合
は
、
打
ち

手
も
な
い
状
態
の
ま
ま
行
う
と
、
執
行

部
へ
の
信
頼
を
損
ね
、
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ

ン
の
低
下
に
つ
な
が
り
か
ね
な
い
た

め
、
そ
れ
は
ス
テ
ッ
プ
４
ま
で
待
ち
た

い
。
次
に
、
設
置
校
が
複
数
あ
る
私
学

な
ら
ば
、
法
人
経
営
上
の
大
学
の
位
置

付
け
を
確
認
し
た
い
（
ス
テ
ッ
プ
２
）。

多
く
の
法
人
で
は
、
大
学
の
収
入
が
大

き
く
、経
営
の
屋
台
骨
で
あ
る
か
ら
だ
。

法
人
は
各
校
の
経
営
状
況
も
考
慮
し
つ

つ
、
将
来
の
見
通
し
を
示
そ
う
。

　ス
テ
ッ
プ
３
と
し
て
は
、
前
回
の
中

期
計
画
の
振
り
返
り
を
行
い
た
い
。
こ

れ
は
次
期
計
画
の
実
効
性
と
、
現
場
の

士
気
を
左
右
す
る
。
未
達
成
の
理
由
を

探
る
だ
け
で
な
く
、
で
き
た
こ
と
は
評

価
し
、現
場
に
伝
え
る
こ
と
も
大
切
だ
。

具
体
的
な
ビ
ジ
ョ
ン
や
計
画
は
、
現
場

も
巻
き
込
ん
で
策
定
し
た
ほ
う
が
い
い

が
、
そ
の
基
に
な
る
自
学
の
危
機
的
な

状
況
と
そ
れ
を
打
開
す
る
た
め
の
方
針

や
戦
略
は
、
責
任
を
持
っ
て
執
行
部
が

示
そ
う
（
ス
テ
ッ
プ
４
）。
人
口
減
下

で
は
、
縮
小
や
撤
退
の
可
能
性
も
、
こ

の
段
階
で
提
示
し
て
お
き
た
い
。

　ス
テ
ッ
プ
５
と
し
て
、
計
画
よ
り
先

に
、
皆
で
同
じ
方
向
を
向
く
た
め
の
ビ

ジ
ョ
ン
を
策
定
す
る
。
そ
の
ベ
ー
ス
と

な
る
の
は
建
学
の
精
神
だ
。「
建
学
の

精
神
を
、
５
年
先
、
10
年
先
に
具
現
化

（
社
会
実
装
）し
た
と
き
の
姿
が
ビ
ジ
ョ

ン
と
な
る
」（
京
都
光
華
女
子
大
学
）。

執
行
部
が
向
か
う
べ
き
方
向
を
示
し
た

う
え
で
、
策
定
は
次
の
経
営
を
担
う
若

手
中
堅
に
任
せ
て
み
た
い
。
福
井
工
業

大
学
は
、
若
手
中
堅
教
職
員
が
策
定
し

て
い
る
。
人
口
減
に
対
応
し
た
中
期
計

画
は
、
ビ
ジ
ョ
ン
と
つ
な
げ
て
考
え
よ

う
（
ス
テ
ッ
プ
６
）。
大
き
な
投
資
が

必
要
な
施
策
は
必
ず
盛
り
込
み
、
リ
ス

ク
シ
ナ
リ
オ
も
用
意
す
る
。
実
効
性
を

高
め
る
た
め
の
、
    ＊

　
人
事
・
組
織
制
度

改
革
も
ぜ
ひ
盛
り
込
も
う
。
ビ
ジ
ョ
ン

や
中
期
計
画
が
決
ま
っ
た
ら
、
学
内
外

に
発
表
す
る
。
繰
り
返
し
の
発
信
が
浸

（大学）第３次中期計画（～2023年度）ＫＧＩ

・北陸地方の地域課題をテーマにした研究の増加
・産学官による受託研究、共同研究等の件数

の増加：2018年度比50％増
・地域の関わりのある学修活動（PBL等）への

教員取組率：60％以上
・同窓会総会等の参加者数の増加 ：2018

年度比２倍
・学生満足度：100％
・海外派遣事業への在学生・教職員の参加

率：年間10％
・インターナショナルセンターの日本人学生の

利用者数増加：2018年度比５倍

（学園）光華ビジョン2030　ACT1（～2024
年度） 財政の健全化に向けた目標

・事業活動収支／基本金組入前当年度収支
差額：黒字化

・運用資産余裕比率（運用資産－外部負債）
÷経常支出：1.3倍以上

・人件費比率 人件費÷経常収入：60%以下
・教育研究経費比率　教育研究経費÷経常

収入：30%程度
管理経費比率　管理経費÷経常収入：
5%程度

・校園別･学科別収支：黒字化

（学園）2026年度目標値

・高大接続プログラム参加者数：40,000人
・総志願者数（実志願者数）：7,723人
・年内入試志願者数：2,300人
・地域向けイベントの参加者満足度：85%
・大学コンソーシアム事業等連携件数：7件
・卒業生ネットワークの支部数：35支部
・学園全体の寄付獲得額：1億円
・月平均残業時間数の削減：21時間以下
・学納金支払Webサイト『OBIPAY』を通じた

学費の支払割合：95％
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透
の
コ
ツ
だ
。
経
営
企
画
部
は
、
進
捗

の
チ
ェ
ッ
ク
に
加
え
、
う
ま
く
遂
行
で

き
る
よ
う
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
す
る
こ
と
も

大
切
だ
（
ス
テ
ッ
プ
７
）。

　【図
表
2
】は
、3
大
学
の
ビ
ジ
ョ
ン
、

中
期
計
画
と
策
定
体
制
を
ま
と
め
た
も

の
。
桜
美
林
大
学
は
、「U

nique &
 

Sharp

」
と
い
う
ビ
ジ
ョ
ン
実
現
に
向

け
た
組
織
運
営
・
意
識
改
革
に
力
点
を

置
く
。
福
井
工
業
大
学
は
、
執
行
部
が

指
名
し
た
若
手
中
堅
教
職
員
が
ビ
ジ
ョ

ン
を
策
定
し
、
さ
ら
に
彼
ら
が
一
緒
に

自
学
の
未
来
を
つ
く
っ
て
い
き
た
い
メ

ン
バ
ー
を
選
ん
で
中
期
計
画
も
立
案
。

「
策
定
に
あ
た
っ
て
さ
ま
ざ
ま
な
現
場

の
声
も
聴
き
、
大
学
や
学
園
全
体
の
視

点
も
持
て
る
よ
う
に
な
り
、
経
営
が
自

分
事
に
な
っ
た
。
自
分
達
で
つ
く
っ
た

計
画
な
の
で
、
環
境
変
化
に
も
臨
機
応

変
に
対
応
し
や
す
い
」
と
い
う
。
京
都

光
華
女
子
大
学
は
、
建
学
の
精
神
を
い

か
に
今
後
社
会
実
装
す
る
か
を
一
番
の

優
先
事
項
と
し
、
執
行
部
が
責
任
を

持
っ
て
原
案
を
つ
く
り
、
現
場
の
声
も

適
宜
聞
き
な
が
ら
策
定
し
て
い
る
。

　ス
テ
ッ
プ
１
〜
７
を
通
し
、
困
難
に

立
ち
向
か
う
取
り
組
み
が
、
組
織
や

個
々
の
成
長
を
促
す
と
と
も
に
そ
の
大

学
ら
し
さ
を
形
づ
く
り
、
教
育
や
地
域

社
会
に
還
元
さ
れ
る
。
学
内
外
か
ら
の

評
価
が
構
成
員
の
誇
り
に
つ
な
が
り
、

さ
ら
な
る
意
欲
を
生
む
。
そ
ん
な
正
の

サ
イ
ク
ル
が
実
現
す
る
こ
と
を
願
う
。

【図表2】ビジョン・中期計画の例

京都光華女子大学 福井工業大学 桜美林大学
（学園）
J. F. Oberlin Schools 2040
ーUnique & Sharpー

（学園）
「夢」を描き、「夢」を語り、「夢」を創る学園へ

（大学）
地域とともに歩みながら学生と教職員が
深化し続ける福井工業大学

（学園）
知性豊かで品位のある女性を育む教育と先進的な
教育の融合が評価され、ワクワク感が漲る地域の
プラットホーム校として認知される総合学園

（大学）
For Future Well-Being
人々の「健康」と優しく温かい「未来社会」を創造

（学園）
迅速で柔軟な組織運営
1. ガバナンス機能の強化とコンプライアンス管理の徹底
2. 収入構造多角化による経営基盤の安定
3. 学園経営改革を支える人事戦略プロジェクト
4. DX推進によるワークスタイル改革の実現

主体的で躍動感ある教育研究
5. 教育改革を実現するキャンパス戦略
6. 対面教育とオンライン教育によるハイブリッド教育の推進
7. EM（エンロールメントマネジメント）IRを軸とした学生サービス改革

多様な価値観を尊重するコミュニティ
8. 桜美林ブランディング100
9. 桜美林ダイバーシティキャンパス
10. 桜美林グローバルビジョン
11. 桜美林スポーツビジョン

（学園）
1. 光華一貫教育の創造
・宗教教育
・体験・探究学習（STEAMS）×教科学習＋EdTech
・コミュニケーション力、海外交流・異文化理解
2. 教育研究体制・質の向上
3. 教育環境の充実
・教育課程・手法の体系化、研究推進
・学部・学科・専攻・コース・プログラム
・活気ある教職員組織の構築
・幼小中校舎建替、大短施設再整備
4. 経営・運営基盤の強化
・総在籍者数3,400～3,550名達成
・学園・校園のブランド構築/広報強化
・中期計画の策定と着実な実施
・組織ガバナンス強化と組織の活性化

（法人本部）
1. Branding
2. Change Our Mind
3. Peace of Mind

（大学）
1. 教育の深化
2. 研究の深化
3. 地域連携の深化
4. 学生支援の充実
5. グローバル化の推進
6. 中高大連携の推進
7. 大学院教育の充実
8. 戦略的な広報
9. 質保証と情報公開

福井工業大学
教職員５人

福井高校
福井中学校

教員６人

法人本部
職員２人

福井工業大学
教職員４人

福井高校
福井中学校

教員３人

法人本部
職員２人

＜策定委員会＞  リーダー      ：経営企画部長
　　　　　　　 サブリーダー ：経営企画課長

理事長 理事会

各部局

アクションプラン・KPIの共同策定

あるべき姿のヒアリング
キーワードのすり合わせ

法人本部総合企画部

理事会

各部局（各学科・研究科会議、事務部門等）

目的

策定者

実行者

法人と設置校

シナリオ

組織マネジメント

大学や法人の経営存続のため

執行部がつくり、トップダウンで指示

教員の役職者中心

設置校任せ
発展的なシナリオに沿って、取り組みを付加していく

人事・組織制度改革は難しいため、後回し

大学や法人の経営＋地域（社会の）存続のため

道筋は執行部が、具体化は次世代の経営人材が担う

職員が中心になり、教員を巻き込む

法人のグランドデザインや支援の下、連携して計画を策定、実行

リスクベースのシナリオも策定。見直し、撤退、縮小する条件も盛り込む

まずビジョンや計画を達成しやすいよう、人事・組織制度改革を行う

壱岐 由香
いきゆか●1988年（株）福武書店

（現ベネッセコーポレーション）入社。
通信教育部、大学事業部に勤務。
1998年より（株）進研アド勤務。東北
支社支社長を経て、2009年より現部
門に所属し、大学、法人の経営改革、
UI開発、中期経営計画策定、ブラン
ディング事業のサポートに関わる。

　人口減による学生募集市場の縮小̶̶大学関
係者の誰もが知る事実ですが、自身の職場に起こる
具体的な変化まで予測できているでしょうか。定員数
を２割減らしたとき、採算が取れる適切な教職員数
は？ 現在と同じ序列で「難関大学」から定員が埋まっ
ていったとき、自学の入学者の学力はどこまで下がる
のか？ データに基づきリアルな未来予想図を描くと、
人口減が自分事化し、健全な危機意識を抱けます。
　地域が衰退すれば大学は生き残れないため、地域
社会の変化もシミュレーションすべきです。生産年齢
人口の減少スピードと、それによって生じる課題を分
析し、自学ができる貢献を検討することが、地域を、ひ
いては自学を存続させるうえでは欠かせません。
　「地域」の範囲は限定したほうが責任感を持ちやす
いでしょう。貢献の方向性は、私立大学であれば建学
の精神に見いだせるはずです。建学当時とは環境が
変わった今、創設者の志を実現する取り組みとはいか
なるものかを考えてみてください。お勧めしたいのは、
地域在住の卒業生によるコミュニティを施策のベー
スとすることです。卒業生とであれば、地域のニーズを
捉えながら、自学が果たす役割を本音で話し合えるの
ではないでしょうか。

　地域と共に歩む長期ビジョン策定の第一歩は、自
学の「メタ認知」です。学生募集、教育、研究、社会貢
献それぞれについて、同地域の他大学と何が重複し、
自学の競合優位性はどこにあるのか。現在の姿を客
観視したうえで、達成後がイメージしやすいビジョンを
打ち立てると、中期計画に落とし込みやすくなります。
　中期計画には、発展一辺倒のシナリオだけではな
く、リスクをふまえたシナリオも求められます。「○年度
に～」「○○が○％以下になったら～」といった見直し
の期限や条件を明文化しておけば、体力があるうちに

引き返せます。収支計画も綿密に立てましょう。今後
は中期計画で盛り込んでいない学部新設など投資が
必要な施策は、「国が言っているから」「増えてきたか
ら」と、突発的に行うにはリスクが大きすぎます。
　設置校を複数持つ法人は、各校に中期計画の策
定を指示する前に、法人全体としての計画を示すべき
です。各校が連携し、学園としての教育の特色化、可
視化を進めて新しい価値創造につなげることこそ、生
き残りの鍵になるからです。各校とも、元は同じ志をも
つ学校だったはず。時代の変化の中で、それぞれの特
性や市場に合わせて発展してきた反面、学園としての
まとまりやスケールメリットがなくなっていないでしょう
か。今こそ建学の精神に立ち戻り、学園全体の提供
価値を明確にすることが重要です。計画というと“やる
こと”ベースになりがちですが、第一段階としては、とも
に人口減社会を乗り越えていくための、法人としての
経営方針や戦略、経営ビジョンを示すべきです。その
ためには、法人トップを支える経営企画組織の強化も
必要でしょう。また、幼小中高に経営計画を立てる文
化が根付いていなければ、法人や、中期計画が義務
化され、経営の屋台骨である大学が支援しましょう。
　トップダウンが強すぎても、現場に丸投げでも、中期
計画はまとまりません。方向性は経営陣が示し、具体
化は次の経営を支える職員が担い、教員を巻き込む
スタイルがよいでしょう。そのためにも、中期計画に人
事・組織制度の見直しを盛り込むことをお勧めします。
ビジョンや計画達成につながる取り組みを積極的に
評価するマネジメントで構成員の意欲を盛り立てれ
ば、生きたビジョンや計画となっていくでしょう。

「自学の経営」と、「地域社会の存続」
２つの軸で変化を予測し、備える

法人は学園全体の中期計画を示し
各設置校の計画策定サポートを

（株）進研アド
改革支援室 統括ディレクター

人
口
減
下
で
の
中
期
計
画
策
定
の
あ
り
方

|
|
地
域
を
支
え
る
視
点
と
法
人
全
体
で
の
構
想
が
鍵

人口減を見据えた、これからの中期計画 
これまで これから

事務局が学内の情報を集め事業計画の原案策定、
部局の意見を反映

理事会がビジョンを策定、大学運営会議で報告

法人：学園運営部
大学：学長戦略推進部

事
務
局

リーダー： 
事務局長

＊大学の公表情報と取材を基にまとめ

＋

策定小委員会



視点① 
制度
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＊【図表３･４】文部科学省「『事後型の規制・制度』による学校法人・学校の連携・再編及び撤退の促進に係る文部科学省の取組について」（2022年年11月30日「規制改革推進会議 人への投資WG」資料より）

＊大学公表情報や報道などを基に編集部が作成
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法
人
本
部
と
大
学
執
行
部
の
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
密
に
す
る
。

　「将
来
像
の
共
有
・
浸
透
」「
現
在
地

と
将
来
像
」「
学
園
の
経
営
方
針
と
目

標
値
」。
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に
、

各
設
置
校
は
ど
う
す
る
か
。
法
人
と
の

情
報
共
有
や
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が

な
い
と
、
こ
れ
か
ら
の
大
学
経
営
は
難

し
い
。「
人
と
金
を
法
人
が
持
っ
て
い

る
以
上
、
大
学
側
は
法
人
と
適
切
な
情

報
共
有
を
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
。
対

立
は
よ
く
な
い
が
、
法
人
は
経
営
上
、

時
に
は
非
情
な
判
断
を
せ
ざ
る
を
得
な

い
こ
と
も
あ
る
。
大
学
は
、『
法
人
は

現
場
を
知
ら
な
い
』
と
こ
ぼ
し
が
ち
だ

が
、
そ
れ
は
あ
る
意
味
正
常
な
関
係
と

言
え
る
」（
桜
美
林
大
学
）。
今
回
取
材

し
た
多
く
の
大
学
で
は
、
法
人
、
大
学

の
幹
部
同
士
が
と
に
か
く
意
識
的
に
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
取
り
合
う
よ
う

努
力
し
て
い
た
。
例
え
ば
、
安
田
女
子

大
学
で
は
、
大
学
の
企
画
部
等
と
法
人

と
の
ラ
ン
チ
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
を
週
１
回

開
催
し
て
い
る
。
理
事
長
と
学
長
が
経

営
者
と
し
て
共
通
認
識
を
持
つ
こ
と
も

重
要
だ
。「
私
学
は
財
政
の
健
全
化
が

経
営
の
基
盤
。
こ
れ
か
ら
の
学
長
は
そ

の
認
識
を
持
ち
、
財
務
の
こ
と
も
わ
か

る
経
営
者
で
な
い
と
大
学
経
営
は
難
し

い
だ
ろ
う
」（
青
森
大
学
岡
島
理
事
長
）。

      

い
か
に
し
て
取
り
組
み
を
自
分
事

化
さ
せ
る
か
が
勝
負
。

　

　「中
期
計
画
に
お
い
て
は
、
目
標
達

成
の
た
め
に
各
部
署
で
で
き
る
施
策
を

そ
れ
ぞ
れ
出
し
て
も
ら
う
こ
と
。
例
え

ば
『
受
験
者
数
増
』
と
い
う
目
標
は
、

短
期
的
に
は
入
試
広
報
マ
タ
ー
だ
が
、

中
長
期
的
に
見
れ
ば
、
教
務
は
カ
リ

キ
ュ
ラ
ム
の
見
直
し
で
、
キ
ャ
リ
ア
セ

ン
タ
ー
は
就
職
先
の
開
拓
で
貢
献
で
き

る
か
も
し
れ
な
い
。
目
標
を
個
々
の
業

務
に
リ
ン
ク
さ
せ
て
当
事
者
意
識
を
持

た
せ
る
こ
と
が
重
要
」（
私
学
事
業
団
）。

　桜
美
林
大
学
で
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
立

ち
上
げ
の
際
、
挙
手
制
で
担
当
者
を
募

る
。「
や
る
気
が
あ
る
人
が
引
き
受
け

る
し
く
み
が
、
業
務
を
自
分
事
化
さ
せ

る
に
は
最
も
手
っ
取
り
早
い
。
力
量
に

不
安
が
あ
っ
て
も
、
任
せ
る
前
に
判
断

は
し
な
い
」。
ま
た
同
大
学
で
は
優
れ

た
取
り
組
み
を
し
て
い
る
大
学
に
、
部

署
全
員
で
見
学
に
行
く
。
現
場
職
員
も

赴
く
こ
と
に
よ
り
、
自
分
た
ち
に
も
で

き
る
は
ず
だ
と
い
う
意
欲
が
生
ま
れ
、

細
か
な
工
夫
に
も
気
づ
き
や
す
い
。

　ビ
ジ
ョ
ン
や
中
期
計
画
と
人
事
制
度

と
の
連
動
も
み
ん
な
で
取
り
組
む
に
は

効
果
的
だ
。
福
井
工
業
大
学
は
、
職
員

の
目
標
設
定
や
人
事
評
価
基
準
を
中
期

計
画
に
ひ
も
付
け
、
日
頃
の
取
り
組
み

を
経
営
に
資
す
る
も
の
に
し
て
い
る
。

【図表3】文部科学省による、時代と社会ニーズに対応する私立大学への転換支援イメージ

【図表4】経営に課題を抱える学校法人に対する文部科学省等の取り組み

・大学設置基準の見直し
・標準設置経費等の見直し
・修学支援新制度の機関要件厳格化
・私立学校法の改正（ガバナンスの強化） 縮小・撤退する私学

○教育研究機能強化に不可欠な
　基盤的経費のメリハリある配分
○成長分野への学部転換等への支援
○リスキリングに係る支援
○国際的な学生交流や大学の
　国際化への支援
○地域の中核となる大学への支援
○大学発スタートアップ創出への支援

営
悪
化
傾
向
に
あ
る
法
人
を
把
握
す
る

た
め
の
「
経
営
指
導
強
化
指
標
」
の
設

定
、
経
営
判
断
を
求
め
る
指
導
通
知
発

出
な
ど
、
近
年
で
き
た
し
く
み
に
言
及

し
て
い
る
。

　【図
表
５
】
は
、
昨
今
の
私
立
大
学

の
合
併
・
廃
止
の
例
だ
。「
閉
校
に
至

る
ま
で
に
最
低
で
も
５
、６
年
は
必
要
。

一
方
で
、
不
採
算
部
門
を
閉
じ
て
経
営

が
黒
字
に
転
換
す
る
例
や
、
今
後
の
入

学
者
の
動
向
を
見
据
え
て
定
員
を
減
ら

す
例
も
あ
り
、
戦
略
的
縮
小
は
、
あ
り

得
な
い
選
択
肢
で
は
な
い
」（
私
学
事

業
団
）。

　縮
小
施
策
は
、
学
内
や
社
会
に
ど
う

伝
え
る
か
が
重
要
だ
。「
リ
ソ
ー
ス
を

集
中
投
下
し
、
特
色
を
よ
り
強
く
打
ち

出
す
」
な
ど
、学
内
の
士
気
を
下
げ
ず
、

市
場
の
理
解
を
得
る
広
報
が
第
一
ス

テ
ッ
プ
と
な
る
。
他
大
学
と
の
合
併
等

を
検
討
す
る
場
合
、
地
域
に
と
っ
て
不

可
欠
な
分
野
、
事
業
を
確
認
し
、
自
学

の
何
が
資
産
に
な
り
得
る
か
を
把
握
し

て
お
き
た
い
。
少
子
化
は
さ
ら
に
加
速

す
る
。
助
成
金
〝
減
額
〞
措
置
を
受
け

な
い
よ
う
、
定
員
を
減
ら
し
つ
つ
、
次

の
一
手
を
打
つ
。
こ
れ
ら
を
実
行
し
続

け
、
同
時
に
経
営
の
ス
リ
ム
化
を
進
め

て
い
き
た
い
。

国
の
人
口
減
対
策
へ
の
対
応

      「
発
展
支
援
」
と
「
早
期
経
営
判

断
の
推
奨
」
に
二
分
化
。

　２
０
２
１
年
に
設
置
さ
れ
た
第
11
期

の
中
央
教
育
審
議
会
大
学
分
科
会
で

は
、大
学
進
学
者
数
の
減
少
を
前
提
に
、

連
携
、
統
合
の
し
く
み
が
話
し
合
わ
れ

て
き
た
。
２
０
２
３
年
３
月
設
置
の
第

12
期
で
は
、「
急
速
な
少
子
化
の
進
行

等
へ
の
高
等
教
育
の
対
応
方
策
に
つ
い

て
」
を
テ
ー
マ
に
、
高
等
教
育
の
適
正

規
模
、
地
方
に
お
け
る
高
等
教
育
へ
の

ア
ク
セ
ス
確
保
、
国
公
私
の
役
割
分
担

な
ど
の
議
題
が
扱
わ
れ
る
見
込
み
だ
。

　国
の
私
学
向
け
施
策
は
、
発
展
に
向

け
て
改
革
を
進
め
る
大
学
に
資
金
援
助

を
行
い
、
運
営
状
況
が
厳
し
い
大
学
に

は
早
期
の
経
営
判
断
を
促
す
と
い
う
、

二
分
化
の
性
格
を
強
め
て
い
る
。【
図

表
３
】
で
は
私
学
に
対
し
、「（
学
部
転

換
等
の
）
チ
ャ
レ
ン
ジ
」「
連
携
・
統

合
に
よ
る
経
営
改
善
」「
縮
小
・
撤
退
」

の
３
つ
の
方
向
性
を
提
示
。
後
者
２
つ

に
つ
い
て
は
、
経
営
状
態
の
確
認
・
改

善
方
法
や
撤
退
・
統
合
の
事
例
を
解
説

し
た
     ＊

　
「
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
」
の
活
用
を

勧
め
て
い
る
。【
図
表
４
】
で
は
、
経

視点② 
財政

チャレンジする私学への総合的な支援を充実し、主体的な改革を後押し

・基盤的経費のメリハリ強化
・成長分野への学部転換等への支援
・リスキリング促進への支援
・国際的な学生交流や大学の国際化への支援
・地域の中核となる大学への支援
・大学発スタートアップ創出への支援

視点③ 
運営

・学校法人運営調査による経営指導の強化
・撤退等に係る私学事業団との連携
・連携・統合・撤退事例などの充実
（「学校法人の経営改善等のためのハンドブック」改訂）

時代と社会ニーズに合わせて
チャレンジする私学 ○早期の経営判断を促す指導の強化

○撤退等事例の充実（ハンドブック改訂）
○規模縮小・撤退のための経営支援

・経営困難法人の発生は不可避　・経営指導強化とともに、撤退含む早期の経営判断を促す指導が必要

学校法人に対する一体的な
経営支援・指導

学校法人運営調査委員制度（1984年度～）
●学校法人の健全な経営の確保を目的に、財務状況
等を調査し、必要な指導・助言を実施
●委員は私立学校関係者、弁護士、公認会計士、マス
コミ関係者等
●特に経営状況が厳しいと認められる一部の学校法人
に対して、経営改善計画の作成及び計画の実施状況の
報告を求め、経営改善の進捗状況を把握

●学校法人の要請に応じ、経営上の問題点の分析等
を実施し、改善策をアドバイス
●学校法人がデータや分析資料を活用できるシステム、
個別分析データを作成・提供
●「経営改善のためのハンドブック」作成・提供（合併
等・撤退に関する道筋・手法等も解説）
●「経営判断指標」を作成・提供

経営相談・自己分析の促進

経営力強化に向けた環境整備

2008

2015

2016

2016

2017

2018

2020

2021

2012

2015

2017

2021

2021

2026

2027

2027

慶應義塾

修道学園

大阪医科薬科大学

上智学院

大垣総合学園

桃山学院

濱名山手学院

共愛学園

堀越学園

英知学院

専修大学

大和学園

プール学院

聖徳学園

恵泉女学園

神戸海星女子学院

東京

広島

大阪

東京

岐阜

大阪

兵庫

群馬

群馬

滋賀

東京

神奈川

大阪

岐阜

東京

兵庫

●教学、人事、施設、財務等の計画策定を義務化
●学部単位での設置者変更を可能とする制度改善
●合併等を検討する学校法人のマッチング（私学事業団）
●地域連携プラットフォーム構築
●大学等連携推進法人制度の創設

経営指導の
充実・強化

（2019年度～）

●「経営指導強化指標※」を設定。経営悪化傾向にある学校法人を客観的に把握
※「『運用資産－外部負債』がマイナス」かつ「『経常収支差額』が３か年マイナス」
●学校法人運営調査委員会において、集中的な経営指導を実施する学校法人を決定
●経営改善計画（５か年）を策定させ、３～５年を目安に経営改善実績を上げるよう、集中的な指導・助言を実施
⇒法人による自主的な組織のスリム化（設置校・学部等の募集停止、入学定員縮小等）の実施
●支払不能等のリスクが確認された学校法人に対して、指導通知を発出。経営上の判断（募集停止や組織廃止
等を含む）、事業報告書等への対応方針の明記を求める。対応方針は文科省が公表予定

学生・保護者等から信頼を得るためにも経営力を一層強化し、継続的・安定的に質の高い高等教育を提供

合
併

廃
止

年度 法人名 法人所在地 内容（【 】は法人所在地）

【図表5】主な私立大学の合併、廃止

創造学園大学、解散命令（法人撤退）

聖トマス大学、廃止（法人撤退）

専修大学北海道短期大学、廃止

聖セシリア女子短期大学を廃止（文科大臣所轄学校法人から知事所轄学校法人に変更して学校法人は存続）

プール学院短期大学を廃止（文科大臣所轄学校法人から知事所轄学校法人に変更して学校法人は存続）

岐阜聖徳学園大学短期大学部を廃止（岐阜聖徳学園大学教育学部学校教育課程「保育初等教育専修」（構想中）へ発展的改組）

恵泉女学園大学を廃止（文科大臣所轄学校法人から知事所轄学校法人に変更して学校法人は存続）

神戸海星女子学院大学を廃止（文科大臣所轄学校法人から知事所轄学校法人に変更して学校法人は存続）

文部科学省 日本私立学校振興・共済事業団

連携・統合により経営改善する私学

私学全体

学校法人共立薬科大学【東京】を吸収合併

学校法人鈴峯学園【広島】を吸収合併

学校法人大阪医科大学【大阪】と学校法人大阪薬科大学【大阪】が合併し、法人名を「大阪医科薬科大学」に変更

知事所轄学校法人の学校法人栄光学園【神奈川】、学校法人六甲学院【兵庫】、学校法人広島学院【広島】、学校法人泰星学園【福岡】を吸収合併

学校法人大垣女子短期大学【岐阜】と学校法人岐阜経済大学が新設合併し、法人名を学校法人大垣総合学園とした

学校法人プール学院【大阪】のプール学院大学を設置者変更により受け入れ（新学校名：桃山学院教育大学）

学校法人神戸山手学園【兵庫】の神戸山手大学現代社会学部を学部譲渡により関西国際大学の学部として受け入れ。その際、学校法人神戸山手学園を吸収合併し、法人名を濱名山手学院に変更

学校法人平方学園【群馬】の明和学園短期大学を設置者変更により受け入れ（新学校名：共愛学園前橋国際大学短期大学部）

○連携・統合事例の充実（ハンドブック改訂）
○連携・統合のための経営支援

A Q.

法
人
と
大
学
が
足
並
み

を
そ
ろ
え
る
に
は
？

A Q.

現
場
を
巻
き
込
む
に
は
？

Q.

私
学
経
営
に
関
す
る
国

の
施
策
の
動
向
は
？

A

＊日本私立学校振興・共済事業団「学校法人の経営改善等のためのハンドブック」（2021年発行、2022年改訂）
   https://www.shigaku.go.jp/files/s_keieikaizenhandbook_kaitei1.pdf

視点① 
制度

21 20No.308No.308

＊【図表３･４】文部科学省「『事後型の規制・制度』による学校法人・学校の連携・再編及び撤退の促進に係る文部科学省の取組について」（2022年年11月30日「規制改革推進会議 人への投資WG」資料より）

＊大学公表情報や報道などを基に編集部が作成

特集  みんなで挑む！人口減

      

法
人
本
部
と
大
学
執
行
部
の
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
密
に
す
る
。

　「将
来
像
の
共
有
・
浸
透
」「
現
在
地

と
将
来
像
」「
学
園
の
経
営
方
針
と
目

標
値
」。
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に
、

各
設
置
校
は
ど
う
す
る
か
。
法
人
と
の

情
報
共
有
や
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が

な
い
と
、
こ
れ
か
ら
の
大
学
経
営
は
難

し
い
。「
人
と
金
を
法
人
が
持
っ
て
い

る
以
上
、
大
学
側
は
法
人
と
適
切
な
情

報
共
有
を
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
。
対

立
は
よ
く
な
い
が
、
法
人
は
経
営
上
、

時
に
は
非
情
な
判
断
を
せ
ざ
る
を
得
な

い
こ
と
も
あ
る
。
大
学
は
、『
法
人
は

現
場
を
知
ら
な
い
』
と
こ
ぼ
し
が
ち
だ

が
、
そ
れ
は
あ
る
意
味
正
常
な
関
係
と

言
え
る
」（
桜
美
林
大
学
）。
今
回
取
材

し
た
多
く
の
大
学
で
は
、
法
人
、
大
学

の
幹
部
同
士
が
と
に
か
く
意
識
的
に
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
取
り
合
う
よ
う

努
力
し
て
い
た
。
例
え
ば
、
安
田
女
子

大
学
で
は
、
大
学
の
企
画
部
等
と
法
人

と
の
ラ
ン
チ
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
を
週
１
回

開
催
し
て
い
る
。
理
事
長
と
学
長
が
経

営
者
と
し
て
共
通
認
識
を
持
つ
こ
と
も

重
要
だ
。「
私
学
は
財
政
の
健
全
化
が

経
営
の
基
盤
。
こ
れ
か
ら
の
学
長
は
そ

の
認
識
を
持
ち
、
財
務
の
こ
と
も
わ
か

る
経
営
者
で
な
い
と
大
学
経
営
は
難
し

い
だ
ろ
う
」（
青
森
大
学
岡
島
理
事
長
）。

      

い
か
に
し
て
取
り
組
み
を
自
分
事

化
さ
せ
る
か
が
勝
負
。

　

　「中
期
計
画
に
お
い
て
は
、
目
標
達

成
の
た
め
に
各
部
署
で
で
き
る
施
策
を

そ
れ
ぞ
れ
出
し
て
も
ら
う
こ
と
。
例
え

ば
『
受
験
者
数
増
』
と
い
う
目
標
は
、

短
期
的
に
は
入
試
広
報
マ
タ
ー
だ
が
、

中
長
期
的
に
見
れ
ば
、
教
務
は
カ
リ

キ
ュ
ラ
ム
の
見
直
し
で
、
キ
ャ
リ
ア
セ

ン
タ
ー
は
就
職
先
の
開
拓
で
貢
献
で
き

る
か
も
し
れ
な
い
。
目
標
を
個
々
の
業

務
に
リ
ン
ク
さ
せ
て
当
事
者
意
識
を
持

た
せ
る
こ
と
が
重
要
」（
私
学
事
業
団
）。

　桜
美
林
大
学
で
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
立

ち
上
げ
の
際
、
挙
手
制
で
担
当
者
を
募

る
。「
や
る
気
が
あ
る
人
が
引
き
受
け

る
し
く
み
が
、
業
務
を
自
分
事
化
さ
せ

る
に
は
最
も
手
っ
取
り
早
い
。
力
量
に

不
安
が
あ
っ
て
も
、
任
せ
る
前
に
判
断

は
し
な
い
」。
ま
た
同
大
学
で
は
優
れ

た
取
り
組
み
を
し
て
い
る
大
学
に
、
部

署
全
員
で
見
学
に
行
く
。
現
場
職
員
も

赴
く
こ
と
に
よ
り
、
自
分
た
ち
に
も
で

き
る
は
ず
だ
と
い
う
意
欲
が
生
ま
れ
、

細
か
な
工
夫
に
も
気
づ
き
や
す
い
。

　ビ
ジ
ョ
ン
や
中
期
計
画
と
人
事
制
度

と
の
連
動
も
み
ん
な
で
取
り
組
む
に
は

効
果
的
だ
。
福
井
工
業
大
学
は
、
職
員

の
目
標
設
定
や
人
事
評
価
基
準
を
中
期

計
画
に
ひ
も
付
け
、
日
頃
の
取
り
組
み

を
経
営
に
資
す
る
も
の
に
し
て
い
る
。

【図表3】文部科学省による、時代と社会ニーズに対応する私立大学への転換支援イメージ

【図表4】経営に課題を抱える学校法人に対する文部科学省等の取り組み

・大学設置基準の見直し
・標準設置経費等の見直し
・修学支援新制度の機関要件厳格化
・私立学校法の改正（ガバナンスの強化） 縮小・撤退する私学

○教育研究機能強化に不可欠な
　基盤的経費のメリハリある配分
○成長分野への学部転換等への支援
○リスキリングに係る支援
○国際的な学生交流や大学の
　国際化への支援
○地域の中核となる大学への支援
○大学発スタートアップ創出への支援

営
悪
化
傾
向
に
あ
る
法
人
を
把
握
す
る

た
め
の
「
経
営
指
導
強
化
指
標
」
の
設

定
、
経
営
判
断
を
求
め
る
指
導
通
知
発

出
な
ど
、
近
年
で
き
た
し
く
み
に
言
及

し
て
い
る
。

　【図
表
５
】
は
、
昨
今
の
私
立
大
学

の
合
併
・
廃
止
の
例
だ
。「
閉
校
に
至

る
ま
で
に
最
低
で
も
５
、６
年
は
必
要
。

一
方
で
、
不
採
算
部
門
を
閉
じ
て
経
営

が
黒
字
に
転
換
す
る
例
や
、
今
後
の
入

学
者
の
動
向
を
見
据
え
て
定
員
を
減
ら

す
例
も
あ
り
、
戦
略
的
縮
小
は
、
あ
り

得
な
い
選
択
肢
で
は
な
い
」（
私
学
事

業
団
）。

　縮
小
施
策
は
、
学
内
や
社
会
に
ど
う

伝
え
る
か
が
重
要
だ
。「
リ
ソ
ー
ス
を

集
中
投
下
し
、
特
色
を
よ
り
強
く
打
ち

出
す
」
な
ど
、学
内
の
士
気
を
下
げ
ず
、

市
場
の
理
解
を
得
る
広
報
が
第
一
ス

テ
ッ
プ
と
な
る
。
他
大
学
と
の
合
併
等

を
検
討
す
る
場
合
、
地
域
に
と
っ
て
不

可
欠
な
分
野
、
事
業
を
確
認
し
、
自
学

の
何
が
資
産
に
な
り
得
る
か
を
把
握
し

て
お
き
た
い
。
少
子
化
は
さ
ら
に
加
速

す
る
。
助
成
金
〝
減
額
〞
措
置
を
受
け

な
い
よ
う
、
定
員
を
減
ら
し
つ
つ
、
次

の
一
手
を
打
つ
。
こ
れ
ら
を
実
行
し
続

け
、
同
時
に
経
営
の
ス
リ
ム
化
を
進
め

て
い
き
た
い
。

国
の
人
口
減
対
策
へ
の
対
応

      「
発
展
支
援
」
と
「
早
期
経
営
判

断
の
推
奨
」
に
二
分
化
。

　２
０
２
１
年
に
設
置
さ
れ
た
第
11
期

の
中
央
教
育
審
議
会
大
学
分
科
会
で

は
、大
学
進
学
者
数
の
減
少
を
前
提
に
、

連
携
、
統
合
の
し
く
み
が
話
し
合
わ
れ

て
き
た
。
２
０
２
３
年
３
月
設
置
の
第

12
期
で
は
、「
急
速
な
少
子
化
の
進
行

等
へ
の
高
等
教
育
の
対
応
方
策
に
つ
い

て
」
を
テ
ー
マ
に
、
高
等
教
育
の
適
正

規
模
、
地
方
に
お
け
る
高
等
教
育
へ
の

ア
ク
セ
ス
確
保
、
国
公
私
の
役
割
分
担

な
ど
の
議
題
が
扱
わ
れ
る
見
込
み
だ
。

　国
の
私
学
向
け
施
策
は
、
発
展
に
向

け
て
改
革
を
進
め
る
大
学
に
資
金
援
助

を
行
い
、
運
営
状
況
が
厳
し
い
大
学
に

は
早
期
の
経
営
判
断
を
促
す
と
い
う
、

二
分
化
の
性
格
を
強
め
て
い
る
。【
図

表
３
】
で
は
私
学
に
対
し
、「（
学
部
転

換
等
の
）
チ
ャ
レ
ン
ジ
」「
連
携
・
統

合
に
よ
る
経
営
改
善
」「
縮
小
・
撤
退
」

の
３
つ
の
方
向
性
を
提
示
。
後
者
２
つ

に
つ
い
て
は
、
経
営
状
態
の
確
認
・
改

善
方
法
や
撤
退
・
統
合
の
事
例
を
解
説

し
た
     ＊

　
「
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
」
の
活
用
を

勧
め
て
い
る
。【
図
表
４
】
で
は
、
経

視点② 
財政

チャレンジする私学への総合的な支援を充実し、主体的な改革を後押し

・基盤的経費のメリハリ強化
・成長分野への学部転換等への支援
・リスキリング促進への支援
・国際的な学生交流や大学の国際化への支援
・地域の中核となる大学への支援
・大学発スタートアップ創出への支援

視点③ 
運営

・学校法人運営調査による経営指導の強化
・撤退等に係る私学事業団との連携
・連携・統合・撤退事例などの充実
（「学校法人の経営改善等のためのハンドブック」改訂）

時代と社会ニーズに合わせて
チャレンジする私学 ○早期の経営判断を促す指導の強化

○撤退等事例の充実（ハンドブック改訂）
○規模縮小・撤退のための経営支援

・経営困難法人の発生は不可避　・経営指導強化とともに、撤退含む早期の経営判断を促す指導が必要

学校法人に対する一体的な
経営支援・指導

学校法人運営調査委員制度（1984年度～）
●学校法人の健全な経営の確保を目的に、財務状況
等を調査し、必要な指導・助言を実施
●委員は私立学校関係者、弁護士、公認会計士、マス
コミ関係者等
●特に経営状況が厳しいと認められる一部の学校法人
に対して、経営改善計画の作成及び計画の実施状況の
報告を求め、経営改善の進捗状況を把握

●学校法人の要請に応じ、経営上の問題点の分析等
を実施し、改善策をアドバイス
●学校法人がデータや分析資料を活用できるシステム、
個別分析データを作成・提供
●「経営改善のためのハンドブック」作成・提供（合併
等・撤退に関する道筋・手法等も解説）
●「経営判断指標」を作成・提供

経営相談・自己分析の促進

経営力強化に向けた環境整備

2008

2015

2016

2016

2017

2018

2020

2021

2012

2015

2017

2021

2021

2026

2027

2027

慶應義塾

修道学園

大阪医科薬科大学

上智学院

大垣総合学園

桃山学院

濱名山手学院

共愛学園

堀越学園

英知学院

専修大学

大和学園

プール学院

聖徳学園

恵泉女学園

神戸海星女子学院

東京

広島

大阪

東京

岐阜

大阪

兵庫

群馬

群馬

滋賀

東京

神奈川

大阪

岐阜

東京

兵庫

●教学、人事、施設、財務等の計画策定を義務化
●学部単位での設置者変更を可能とする制度改善
●合併等を検討する学校法人のマッチング（私学事業団）
●地域連携プラットフォーム構築
●大学等連携推進法人制度の創設

経営指導の
充実・強化

（2019年度～）

●「経営指導強化指標※」を設定。経営悪化傾向にある学校法人を客観的に把握
※「『運用資産－外部負債』がマイナス」かつ「『経常収支差額』が３か年マイナス」
●学校法人運営調査委員会において、集中的な経営指導を実施する学校法人を決定
●経営改善計画（５か年）を策定させ、３～５年を目安に経営改善実績を上げるよう、集中的な指導・助言を実施
⇒法人による自主的な組織のスリム化（設置校・学部等の募集停止、入学定員縮小等）の実施
●支払不能等のリスクが確認された学校法人に対して、指導通知を発出。経営上の判断（募集停止や組織廃止
等を含む）、事業報告書等への対応方針の明記を求める。対応方針は文科省が公表予定

学生・保護者等から信頼を得るためにも経営力を一層強化し、継続的・安定的に質の高い高等教育を提供

合
併

廃
止

年度 法人名 法人所在地 内容（【 】は法人所在地）

【図表5】主な私立大学の合併、廃止

創造学園大学、解散命令（法人撤退）

聖トマス大学、廃止（法人撤退）

専修大学北海道短期大学、廃止

聖セシリア女子短期大学を廃止（文科大臣所轄学校法人から知事所轄学校法人に変更して学校法人は存続）

プール学院短期大学を廃止（文科大臣所轄学校法人から知事所轄学校法人に変更して学校法人は存続）

岐阜聖徳学園大学短期大学部を廃止（岐阜聖徳学園大学教育学部学校教育課程「保育初等教育専修」（構想中）へ発展的改組）

恵泉女学園大学を廃止（文科大臣所轄学校法人から知事所轄学校法人に変更して学校法人は存続）

神戸海星女子学院大学を廃止（文科大臣所轄学校法人から知事所轄学校法人に変更して学校法人は存続）

文部科学省 日本私立学校振興・共済事業団

連携・統合により経営改善する私学

私学全体

学校法人共立薬科大学【東京】を吸収合併

学校法人鈴峯学園【広島】を吸収合併

学校法人大阪医科大学【大阪】と学校法人大阪薬科大学【大阪】が合併し、法人名を「大阪医科薬科大学」に変更

知事所轄学校法人の学校法人栄光学園【神奈川】、学校法人六甲学院【兵庫】、学校法人広島学院【広島】、学校法人泰星学園【福岡】を吸収合併

学校法人大垣女子短期大学【岐阜】と学校法人岐阜経済大学が新設合併し、法人名を学校法人大垣総合学園とした

学校法人プール学院【大阪】のプール学院大学を設置者変更により受け入れ（新学校名：桃山学院教育大学）

学校法人神戸山手学園【兵庫】の神戸山手大学現代社会学部を学部譲渡により関西国際大学の学部として受け入れ。その際、学校法人神戸山手学園を吸収合併し、法人名を濱名山手学院に変更

学校法人平方学園【群馬】の明和学園短期大学を設置者変更により受け入れ（新学校名：共愛学園前橋国際大学短期大学部）

○連携・統合事例の充実（ハンドブック改訂）
○連携・統合のための経営支援

A Q.

法
人
と
大
学
が
足
並
み

を
そ
ろ
え
る
に
は
？

A Q.

現
場
を
巻
き
込
む
に
は
？

Q.

私
学
経
営
に
関
す
る
国

の
施
策
の
動
向
は
？

A

＊日本私立学校振興・共済事業団「学校法人の経営改善等のためのハンドブック」（2021年発行、2022年改訂）
   https://www.shigaku.go.jp/files/s_keieikaizenhandbook_kaitei1.pdf



【図表12】私立大学等の学部等設置認可における学生確保の見通し（提出書類）の変更まとめ 
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＊【図表6、10、11】文部科学省資料を基にまとめ 取材・文／本間学

     

経
営
改
善
が
急
務
。
改
革
を
促
す

き
っ
か
け
と
し
て
活
用
を
。

　こ
こ
で
は
、
特
に
「
修
学
支
援
新
制

度
」「
大
学
設
置
基
準
」「
学
部
等
設
置

認
可
手
続
き
」の
３
つ
を
取
り
上
げ
る
。

中
で
も
悩
ま
し
い
の
が
、
修
学
支
援
新

制
度
適
用
の
機
関
要
件
の
厳
格
化
だ
ろ

う
【
図
表
6
】。
２
０
２
１
年
度
は
32

万
人
が
制
度
を
利
用
し
た
【
図
表
７
】。

制
度
開
始
以
降
、
住
民
税
非
課
税
世
帯

の
進
学
率
は
上
昇
傾
向
で
【
図
表
8
】、

給
付
型
奨
学
金
が
な
け
れ
ば
進
学
を
諦

め
て
い
た
と
い
う
利
用
者
が
３
分
の
１

に
上
る
と
い
う
【
図
表
9
】。
２
０
２

２
年
に
下
北
半
島
に
新
キ
ャ
ン
パ
ス
を

設
置
し
た
青
森
大
学
の
岡
島
成
行
理
事

長
は
「
経
済
的
な
理
由
で
進
学
率
が
低

い
地
域
へ
の
キ
ャ
ン
パ
ス
設
置
は
、
修

学
支
援
新
制
度
の
活
用
が
前
提
だ
。
毎

年
15
人
程
度
進
学
で
き
る
よ
う
に
な
れ

ば
、
経
営
が
成
り
立
つ
。
初
年
度
の
む

つ
キ
ャ
ン
パ
ス
入
学
者
は
15
人
、
う
ち

4
人
が
制
度
の
利
用
者
だ
」
と
話
す
。

　大
学
の
自
前
で
の
奨
学
金
支
給
の
負

担
軽
減
に
も
つ
な
が
る
制
度
だ
っ
た

が
、
２
０
２
４
年
度
か
ら
は
、
従
前
か

ら
あ
る
「
①
直
近
3
年
度
全
て
の
経
常

収
支
差
額
が
マ
イ
ナ
ス
」
に
加
え
て
、

「
②
直
前
年
度
の
『
運
用
資
産

－

外
部

負
債
』
が
マ
イ
ナ
ス
」「
③
直
前
3
年

特集  みんなで挑む！人口減

【図表6】修学支援新制度適用の機関要件の厳格化まとめ

【図表8】進学率の推移 【図表7】所得別学生数の割合の推計と支援のイメージ

【図表9】給付型
奨学金が受けられ
なかった場合
どうしたか？

改正後（2024年度から）

機関要件のうち大学・短大の経営に
関するものは現在、3つの指標があり、
①直前３年度全ての収支計算書の
　「経常収支差額」がマイナス
②直前年度の貸借対照表の
　「運用資産－外部負債」がマイナス
③直近３年度全ての収容定員充足
　率が８割未満
の全てに該当する場合は
支援対象にならない。

【図表10】大学設置基準等の主な見直し事項（2022年10月1日～） 

修業年限は「おおむね4年」

なし

専任教員が担当することのみ規定

「講義及び演習」と「実験、実習及び実技」に
分けた基準、「試験の上単位を与える」規定

原則10週（3学期制）と15週（2学期制）を例示

別々に規定

明示なし

いずれも廃止、柔軟な授業科目設定、多様な学修評価方法で単位を与えることを明確化

TAやSAも加わりチームで授業を運営できることを明示、およびTAやSA等に対する研修を義務付け

「厳密に4年間の在籍」を求めるものではないことを明確化（早期卒業等で海外の大学院進学などがしやすくなる）

3つのポリシーに基づき教育課程を編成し、自己点検・評価、認証評価の結果を踏まえた
「不断の見直し」が求められることを規定

教員と職員からなる教育研究実施組織を設ける規定（授業だけでなく課外活動を含む厚生補導に
教員・職員が教職協働で関わるしくみの整備）

8週（4学期制）、10週（3学期制）、15週（2学期制）を並列で例示、教育効果の観点から
多様な授業期間を設定可能に（短期集中で深い学びの実現など）

教育課程の見直し

授業期間

専任教員の見直し １つの大学に限って教育研究に従事する「専任教員」 教育課程編成等に責任を担う「基幹教員」（複数大学・学部兼務可）

施設・設備の整備

教育課程等に係る特例制度 内部質保証等の体制が機能していることを前提とした特例制度新設

設置認可の
基準の一部改正

「申請する年度から過去４年間の平均入学
定員超過率」による審査基準

「申請する年度の収容定員超過率」への変更（弾力的な定員が管理可能に）、
「収容定員充足率５割以下の学部があれば不認可」を追加

・運動場などは「必要に応じて設ける」規制緩和　・校地を「交流の場」として役割を明確化
・図書館は電子ジャーナル等も整備対象、閲覧室等の整備の規定削除

▶機関要件の厳格化
①直前３年度全ての収支計算書の「経常収支差額」がマイナス　
②直前年度の貸借対照表の「運用資産－外部負債」がマイナス
①②の両方に該当するか、または、
③直近３年度全ての収容定員充足率が８割未満に該当する場合は、支援対象外。
※但し、直近の収容定員充足率５割以上、進学・就職率９割を超える場合には、確
認取り消しを猶予
※専門学校は、③の指標が「直近３年度全ての収容定員充足率が５割未満」とな
るが、「地域の経済社会にとって重要な専門人材の育成に貢献していると設置認
可権者である都道府県知事等が認める場合」は、確認取り消し猶予。

▶中間所得層への支援拡大
・現行の３段階の支援区分に加え、新
たに４番目の区分を設ける。
・新区分の対象は世帯年収600万円
程度（モデルケース）までとし、「子どもが
３人以上の世帯の学生」または「理工
農系の学部・学科に通う学生」が対象。
※多子世帯については全額支援の
1/4、理工農系の学生については、文
系との授業料差額を支給予定。

▶客観的なエビデンスとなるよう、調査実施の要件や必須の設問項目を示し、「実際のターゲット層の新設学部への入学意向」を確認するため
のクロス集計（「学部開設時期や学生募集地域とアンケート対象者の進学時期、居住地域を合致させる」「回答者に対し、学部・学科名、養成す
る人材像やアドミッション・ポリシー、設置場所・アクセス、学生納付金、競合する大学やその学部・学科名などの情報を明示する」）
▶選択肢による設問必須事項①卒業後の希望進路（選択肢：大学、短大、専門学校、就職...等）＊専門学校や就職を選んだ者は以降の設
問から除外②進学を希望する大学等の設置者（選択肢：国立、公立、私立）③興味のある学問分野（選択肢：学校基本調査の学科系統分
類表の中分類から選択。新設学部に該当するものがない場合は選択肢を追加できる。複数選択可）④新設学部の受験を希望するか（設
問：○○大学○○学部○○学科が開設された場合，受験を希望しますか。［選択肢：第一志望として受験する、第二志望として受験する、第
三志望以降として受験する、受験しない］）＊「受験しない」と回答した者は⑤の設問から除外⑤新設学部に合格した場合に入学するか（設
問：○○大学○○学部○○学科を受験して合格した場合、入学を希望しますか。［選択肢：入学する、志望順位が上位の他の志望校が不合
格の場合に入学する、入学しない］）。これらの設問に対する回答については、クロス集計で「私立四年制大学志望で〇〇系統に興味があ
る」高校生のうち、自学の新設学部を「受験し、合格したら入学する」と答えた人数を算出し、学生確保の見通しとして示す必要がある

自学の優位性について、教育内容と方法、入試（実施時期や入学手続き時期等）、学生納付金・奨学制度、取得可能な資格等の観点から
競合校との比較分析／学校種や定員規模、学問分野、学生募集地域、ターゲットとする受験生の学力層などの類似性の観点から、「なぜそ
の大学を競合に選んだか」の説明／競合校の過去３年間の志願状況（志願者数、受験者数、合格者数、入学者数、定員充足率）に自学の
優位性に関する分析も踏まえ新設学部の定員を充足できることを説明

既存学部・学科に関する分析（過去2年間のオープンキャンパスや各種説明会の参加者数、そのうち受験対象者数、そのうち受験者数、そ
のうち入学者数を整理し、受験率や入学率を算出。資料請求者についても入学につながった割合を分析、高校訪問の計画と実施体制、訪
問エリアや学校数等の目標、ホームページのアクセス数、SNSの登録者数や配信数に関する計画、目標なども）／新設学部の学生募集活
動の方針と戦略、実施計画・目標と、新設学部で同様の取り組みをした場合に見込まれる入学者数を、取り組みごとに説明

今後の定員充足の見通し（学科ごとに直近5年間の入試方式ごとの志願者数、受験者数、合格者数［そのうち追加合格者数］、辞退者数、
入学者数について延べ人数と実人数を整理し、入学定員充足率、歩留率を示す）／申請時点で収容定員充足率7割未満の学科等がある
場合は、原因を分析したうえで新設学部の定員設定の合理性について説明

学生募集地域の設定の妥当性について、学校基本調査のデータ（出身高校の所在地県別入学者数）及び自学や他大学等の実績も用い
て、どの都道府県からどの程度の進学者が見込まれるか等を説明

求められる主なデータや説明観点

概要

認可要件基準

改正前 改正後

改正前 改正後

18歳人口の
中長期的な動向

1
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4

5 高校生対象の
アンケート

競合校の定員充足
状況分析

既存学部・学科の
学生募集活動の
実績と効果

既存学部の
定員充足状況

【図表11】学部設置の認可要件基準の変更まとめ

手続き

設置申請する年度から過去4年間の各既存学部
の「平均入学定員超過率」が、大学・学部の規模
に応じて1.05～1．15倍未満となっている。この基
準を超える学部が一つでもあると認可されない。

▶2023年3月末申請分（2024年度学部等設置）から、「申請する年度の収容定員超過率」に
変更。▶2024年3月末の申請分（2025年度学部等設置）から、申請する大学等の既設学部等

（短期大学又は高等専門学校は学科）の収容定員充足率が５割を上回ることを求める規定追
加。▶私立大学等は、2024年10月末申請分（2026年度大学等設置）から、申請者が設置する
全ての大学の既存の学部（短期大学又は高等専門学校は学科）の収容定員充足率が5割を上回
ることを求める規定追加。

▶2025年度開設の大学、学部等の設置審査から、「入学定員が合理的に算定されていること」
の観点として、①入学希望者数に関する長期的な動向と人材需要の動向、②競合となる大学の
定員充足状況、③学生募集活動の効果に関するより詳細な分析データを踏まえた説明が求めら
れる。一部については指定したフォーマットに記載。

学生確保の見通しにつながるものとして、審査基
準において「入学定員が合理的に算定されている
こと」が求められたが、「合理的な算定」の観点は具
体的に示されていない

＊文部科学省
「修学支援制度
参考資料集
＜令和3年度給付型奨学金
採用時アンケート結果＞」

＊文部科学省「修学支援制度参考資料集」よりまとめ
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全世帯
住民税非課税世帯（推定値）

26.5％
39.5％

33.4％

R3実績：約68万人
～約1,100万円未満の学生数
に占める利用率 ：約25％

有利子奨学金
R4予算：約72万人を対象

R3実績：約43万人
～約750万円未満の学生数に
占める利用率 ：約26％

無利子奨学金
R４予算：約46万人を対象

R3実績：約32万人
～400万円未満の学生数に占める利用
率 ：約56％

（消費税率10％への引上げにより財源を確保し、
令和２年４月より実施）

高等教育の修学支援新制度(給付)
R４予算：約59万人を対象

教職員の役割、協働

単位の計算方法

授業運営

卒業要件

・運動場・体育館の設置　・校地（空地）の役割
が不明確　・紙の図書想定の図書館規定
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なし

専任教員が担当することのみ規定

「講義及び演習」と「実験、実習及び実技」に
分けた基準、「試験の上単位を与える」規定

原則10週（3学期制）と15週（2学期制）を例示

別々に規定

明示なし

いずれも廃止、柔軟な授業科目設定、多様な学修評価方法で単位を与えることを明確化

TAやSAも加わりチームで授業を運営できることを明示、およびTAやSA等に対する研修を義務付け

「厳密に4年間の在籍」を求めるものではないことを明確化（早期卒業等で海外の大学院進学などがしやすくなる）

3つのポリシーに基づき教育課程を編成し、自己点検・評価、認証評価の結果を踏まえた
「不断の見直し」が求められることを規定

教員と職員からなる教育研究実施組織を設ける規定（授業だけでなく課外活動を含む厚生補導に
教員・職員が教職協働で関わるしくみの整備）

8週（4学期制）、10週（3学期制）、15週（2学期制）を並列で例示、教育効果の観点から
多様な授業期間を設定可能に（短期集中で深い学びの実現など）

教育課程の見直し

授業期間

専任教員の見直し １つの大学に限って教育研究に従事する「専任教員」 教育課程編成等に責任を担う「基幹教員」（複数大学・学部兼務可）

施設・設備の整備

教育課程等に係る特例制度 内部質保証等の体制が機能していることを前提とした特例制度新設

設置認可の
基準の一部改正

「申請する年度から過去４年間の平均入学
定員超過率」による審査基準

「申請する年度の収容定員超過率」への変更（弾力的な定員が管理可能に）、
「収容定員充足率５割以下の学部があれば不認可」を追加

・運動場などは「必要に応じて設ける」規制緩和　・校地を「交流の場」として役割を明確化
・図書館は電子ジャーナル等も整備対象、閲覧室等の整備の規定削除

▶機関要件の厳格化
①直前３年度全ての収支計算書の「経常収支差額」がマイナス　
②直前年度の貸借対照表の「運用資産－外部負債」がマイナス
①②の両方に該当するか、または、
③直近３年度全ての収容定員充足率が８割未満に該当する場合は、支援対象外。
※但し、直近の収容定員充足率５割以上、進学・就職率９割を超える場合には、確
認取り消しを猶予
※専門学校は、③の指標が「直近３年度全ての収容定員充足率が５割未満」とな
るが、「地域の経済社会にとって重要な専門人材の育成に貢献していると設置認
可権者である都道府県知事等が認める場合」は、確認取り消し猶予。

▶中間所得層への支援拡大
・現行の３段階の支援区分に加え、新
たに４番目の区分を設ける。
・新区分の対象は世帯年収600万円
程度（モデルケース）までとし、「子どもが
３人以上の世帯の学生」または「理工
農系の学部・学科に通う学生」が対象。
※多子世帯については全額支援の
1/4、理工農系の学生については、文
系との授業料差額を支給予定。

▶客観的なエビデンスとなるよう、調査実施の要件や必須の設問項目を示し、「実際のターゲット層の新設学部への入学意向」を確認するため
のクロス集計（「学部開設時期や学生募集地域とアンケート対象者の進学時期、居住地域を合致させる」「回答者に対し、学部・学科名、養成す
る人材像やアドミッション・ポリシー、設置場所・アクセス、学生納付金、競合する大学やその学部・学科名などの情報を明示する」）
▶選択肢による設問必須事項①卒業後の希望進路（選択肢：大学、短大、専門学校、就職...等）＊専門学校や就職を選んだ者は以降の設
問から除外②進学を希望する大学等の設置者（選択肢：国立、公立、私立）③興味のある学問分野（選択肢：学校基本調査の学科系統分
類表の中分類から選択。新設学部に該当するものがない場合は選択肢を追加できる。複数選択可）④新設学部の受験を希望するか（設
問：○○大学○○学部○○学科が開設された場合，受験を希望しますか。［選択肢：第一志望として受験する、第二志望として受験する、第
三志望以降として受験する、受験しない］）＊「受験しない」と回答した者は⑤の設問から除外⑤新設学部に合格した場合に入学するか（設
問：○○大学○○学部○○学科を受験して合格した場合、入学を希望しますか。［選択肢：入学する、志望順位が上位の他の志望校が不合
格の場合に入学する、入学しない］）。これらの設問に対する回答については、クロス集計で「私立四年制大学志望で〇〇系統に興味があ
る」高校生のうち、自学の新設学部を「受験し、合格したら入学する」と答えた人数を算出し、学生確保の見通しとして示す必要がある

自学の優位性について、教育内容と方法、入試（実施時期や入学手続き時期等）、学生納付金・奨学制度、取得可能な資格等の観点から
競合校との比較分析／学校種や定員規模、学問分野、学生募集地域、ターゲットとする受験生の学力層などの類似性の観点から、「なぜそ
の大学を競合に選んだか」の説明／競合校の過去３年間の志願状況（志願者数、受験者数、合格者数、入学者数、定員充足率）に自学の
優位性に関する分析も踏まえ新設学部の定員を充足できることを説明

既存学部・学科に関する分析（過去2年間のオープンキャンパスや各種説明会の参加者数、そのうち受験対象者数、そのうち受験者数、そ
のうち入学者数を整理し、受験率や入学率を算出。資料請求者についても入学につながった割合を分析、高校訪問の計画と実施体制、訪
問エリアや学校数等の目標、ホームページのアクセス数、SNSの登録者数や配信数に関する計画、目標なども）／新設学部の学生募集活
動の方針と戦略、実施計画・目標と、新設学部で同様の取り組みをした場合に見込まれる入学者数を、取り組みごとに説明

今後の定員充足の見通し（学科ごとに直近5年間の入試方式ごとの志願者数、受験者数、合格者数［そのうち追加合格者数］、辞退者数、
入学者数について延べ人数と実人数を整理し、入学定員充足率、歩留率を示す）／申請時点で収容定員充足率7割未満の学科等がある
場合は、原因を分析したうえで新設学部の定員設定の合理性について説明

学生募集地域の設定の妥当性について、学校基本調査のデータ（出身高校の所在地県別入学者数）及び自学や他大学等の実績も用い
て、どの都道府県からどの程度の進学者が見込まれるか等を説明

求められる主なデータや説明観点

概要

認可要件基準

改正前 改正後

改正前 改正後

18歳人口の
中長期的な動向

1

2

3

4

5 高校生対象の
アンケート

競合校の定員充足
状況分析

既存学部・学科の
学生募集活動の
実績と効果

既存学部の
定員充足状況

【図表11】学部設置の認可要件基準の変更まとめ

手続き

設置申請する年度から過去4年間の各既存学部
の「平均入学定員超過率」が、大学・学部の規模
に応じて1.05～1．15倍未満となっている。この基
準を超える学部が一つでもあると認可されない。

▶2023年3月末申請分（2024年度学部等設置）から、「申請する年度の収容定員超過率」に
変更。▶2024年3月末の申請分（2025年度学部等設置）から、申請する大学等の既設学部等

（短期大学又は高等専門学校は学科）の収容定員充足率が５割を上回ることを求める規定追
加。▶私立大学等は、2024年10月末申請分（2026年度大学等設置）から、申請者が設置する
全ての大学の既存の学部（短期大学又は高等専門学校は学科）の収容定員充足率が5割を上回
ることを求める規定追加。

▶2025年度開設の大学、学部等の設置審査から、「入学定員が合理的に算定されていること」
の観点として、①入学希望者数に関する長期的な動向と人材需要の動向、②競合となる大学の
定員充足状況、③学生募集活動の効果に関するより詳細な分析データを踏まえた説明が求めら
れる。一部については指定したフォーマットに記載。

学生確保の見通しにつながるものとして、審査基
準において「入学定員が合理的に算定されている
こと」が求められたが、「合理的な算定」の観点は具
体的に示されていない

＊文部科学省
「修学支援制度
参考資料集
＜令和3年度給付型奨学金
採用時アンケート結果＞」

＊文部科学省「修学支援制度参考資料集」よりまとめ

今の学校より
学費や生活費が
かからない学校に
進学した　
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※子どもの数、その他条件により、実際に対象となる年収は、個人によって異なる
（注） 各制度は大学学部、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）、通信課程における支援対象人数を計上。
（出所）グラフは（独）日本学生支援機構（JASSO)「令和２年度学生生活調査」 「家庭の年間収入別学生数の割合（大学昼間部）」より文部科学省が作成。

全世帯
住民税非課税世帯（推定値）

26.5％
39.5％

33.4％

R3実績：約68万人
～約1,100万円未満の学生数
に占める利用率 ：約25％

有利子奨学金
R4予算：約72万人を対象

R3実績：約43万人
～約750万円未満の学生数に
占める利用率 ：約26％

無利子奨学金
R４予算：約46万人を対象

R3実績：約32万人
～400万円未満の学生数に占める利用
率 ：約56％

（消費税率10％への引上げにより財源を確保し、
令和２年４月より実施）

高等教育の修学支援新制度(給付)
R４予算：約59万人を対象

教職員の役割、協働

単位の計算方法

授業運営

卒業要件

・運動場・体育館の設置　・校地（空地）の役割
が不明確　・紙の図書想定の図書館規定
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＊【図表15･16】文部科学省公表資料を参考に作成

＊文部科学省資料より編集部でまとめ（「私立大学等改革総合支援事業」の②③⑤はそれぞれタイプ名を示す）  

＊文部科学省「『事後型の規制・制度』による学校法人・学校の連携・再編及び撤退の促進に係る文部科学省の取組について」（2022年11月30日規制改革推進会議 人への投資WG資料）等をまとめたもの
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も
見
え
る
。
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム

の
再
構
築
が
全
大
学
に
求
め
ら
れ
る

が
、
そ
の
う
え
で
、
参
加
大
学
の
半
分

程
度
に
学
部
・
学
科
等
の
再
編
も
求
め

る
タ
イ
プ
①
は
ハ
イ
レ
ベ
ル
型
、
タ
イ

プ
②
は
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
型
と
言
え
る
。

事
業
期
間
は
最
大
6
年
間
、
タ
イ
プ
①

は
年
間
2
億
円
程
度
、
タ
イ
プ
②
は
年

間
1
億
円
程
度
の
支
援
を
受
け
る
。

2
0
2
2
年
度
は
タ
イ
プ
①
、
タ
イ
プ

②
で
そ
れ
ぞ
れ
３
事
業
が
採
択
さ
れ
た

【
図
表
16
】。
２
０
２
３
年
度
も
新
た
に

公
募
さ
れ
る
予
定
だ
。

　連
携
促
進
事
業
に
関
し
て
、
本
特
集

で
取
材
し
た
大
学
か
ら
は
、「
競
合
関

係
に
あ
る
相
手
と
ど
こ
ま
で
本
気
で
手

を
組
め
る
の
か
が
ポ
イ
ン
ト
」「
自
分

た
ち
の
希
望
を
相
手
に
望
む
だ
け
で
は

実
質
化
し
な
い
」と
い
う
意
見
も
出
た
。

有
効
な
連
携
を
実
現
す
る
た
め
の
参
考

に
さ
れ
た
い
。

特集  みんなで挑む！人口減

【図表13】直近10年の文部科学省による地域や大学との連携を促す主な事業【図表15】地域活性化人材育成事業～SPARC概要（Supereminent Program for Activating Regional Collaboration）

事業責任
大学

山梨大学

信州大学

山口大学

岐阜大学

熊本大学

宮崎大学

地
域
連
携

教育連携

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

大学間連携 

地域連携

私立大学等
改革総合
支援事業

③地域社会へ
の貢献（地域
連 携 型 ／ プ
ラットフォーム
型）

②地域特色型 ② 地 域 発 展
③産業界・他
大学等との連
携

② 地 域 発 展
③産業界・他
大学等との連
携

② 地 域 発 展
③産業界・他
大学等との連
携

③ 地 域 社 会
への貢献（地
域連携型／プ
ラットフォーム
型）

③ 地 域 社 会
への貢献（地
域連携型／プ
ラットフォーム
型）

③ 地 域 社 会
への貢献（地
域連携型／プ
ラットフォーム
型）

大学教育再生
加 速プログラ
ム（AP）

知的集約型社
会を支える人
材育成事業

一法人
複数大学制度

（国立大学）

大学等
連携推進法人

大学による地
方創生人材教
育プログラム
構築事業

（COC＋R）

地 域 連 携 プ
ラットフォーム

地（知）の拠点
による地方創
生 推 進 事 業

（COC＋）

地（知）の拠点整
備事業（COC）
／私立大学等
改革総合支援
事業

地域活性化人
材育成事業

（SPARC）

【図表16】2022年度SPARC選定事業一覧

タ
イ
プ
①

タ
イ
プ
②

事業名称 事業協力機關

知（地）のソーシャルキャピタル 
～学びの山梨モデル～構築事業

山梨県

長野県

山口県

岐阜県

熊本県

宮崎県

山梨県立大学 山梨県
（公財） やまなし産業支援機構、
（公社）やまなし観光推進機構、
専修学校山梨予備校

山梨中央銀行

長野工業
高等専門
学校

山口しごと
センター

連合宮崎

株式会社
八十二銀行

一般社団法人
山口県銀行協会、 
山口県信用金庫
協会、山口銀行

十六銀行

株式会社
肥後銀行

宮崎銀行、
宮崎太陽銀行、
宮崎県信用金庫
協会

一般社団法人長野県経営者協会

山口経済同友会、
山口県経営者協会、
公益財団法人やまぐち産業振興財団

岐阜県経営者協会、 岐阜県中小企業家
同友会、 長良川温泉若女将会、
柳ケ瀬を楽しいまちにする株式会社、
Global Mobility Service株式会社

熊本経済同友会、
一般社団法人熊本県工業連合会、
一般社団法人熊本県情報サービス産業協会

宮崎県商工会議所連合会、宮崎県商工
会連合会、宮崎県中小企業団体中央会、
宮崎県工業会、 宮崎県農業協同組合
中央会、宮崎県産業振興機構

長野県

山口県、
山口市

岐阜県、
岐阜市、
中津川市、
高山市

熊本県、
熊本市

宮崎県、
宮崎市、
都城市

長野大学、 
佐久大学

山口県立大学、
山口学芸大学

中部学院大学、
岐阜市立女子
短期大学

熊本県立大学
（協力校：東海大学）

南九州大学、 
宮崎国際大学、
宮崎学園短期大学

「しあわせ信州」を創造する
地域活性化高度人材育成プログラム

ぎふ地域創発人材育成プログラム　
～地域活性化を目指した知的基盤の確立～

くまもとの未来を拓くグローバルDX人材育成プロジェクト
―地域社会と国公私3大学の連携による

“くまもと型文理融合DX教育”の構築を目指して―

新しい価値を創造し持続可能な地域づくりを
牽引する『多様な未来共創人材』の
育成プログラム

ひとや地域 (まち・文化教育) の
well-beingに貢献する文系DX人材の育成

取組
イメージ 大学等連携推進法人

高大接続
大学の授業科目の先取り履修や、理系進学を
敬遠しがちな女子生徒向けの取組等を実施

STEAM教育を基盤とした学部等へと再編

※中間評価時に学部等の再編計画を提出し、令和10年４月までに実施

地域連携プラットフォーム
求める人材を育成するため
地域資源を集中

●求める人材像の明確化
●地域が提供できる
　教育資源を提示

対象：異なる設置形態の大学による構想・計画
資金：民間からの資源も獲得
取組の内在化：事業の継続性発展性を確保する
ため、事業の進捗に合わせ補助額を逓減
事業期間：最大６年間（令和４年度～令和９年度）

【タイプ①】学部等の再編を目指す取組
【選定件数・単価】５件×200,000千円

その他金融機関企業・経済団体地方公共団体参加校
対象地域

〈事業内容〉地域社会と大学間の連携を通じて既存の教育プログラムを再構築し、地域を牽引する人材を育成

経済
団体

自治体

金融
機関

連携開設科目を活用し、教育機能の強化

【タイプ②】高度な連携を目指す取組
【選定件数・単価】４件×100,000千円

〇〇学園大学

事業
スキーム

〇〇工科大学 〇〇大学 〇〇学園大学

理学・工学

情報学・統計学

オンラインもフル活用した一体的運営

連携大学のリソース等を活用した
横断的なSTEAM教育

地域と連携した
教育プログラム

地域の場を活用したPBL

アントレプレナーシップ教育

地域学（寄付講座等）  等

・教育プログラムの提案
・奨学金返還支援
・実務家教員の派遣 等

地域社会

②地域発展
③産業界・他大
学等との連携
⑤プラットフォー
ム形成（地方型
／都市型）

③他大学等と
の広 域・分 野
連携⑤プラッ
トフォーム形成
（地方型／都
市型）〇〇工科大学 〇〇大学

〇〇大学〇〇工科大学 〇〇学園大学

人文社会学

Q.

地
域
連
携
に
ま
つ
わ
る

国
の
政
策
動
向
は
？

A

法人

（一社）大学
アライアンス
やまなし

山梨大学
山梨県立大学

徳島大学
鳴門教育大学
香川大学
愛媛大学
高知大学

関西国際大学
北陸学院大学
共愛学園前橋国際大学
宮崎国際大学
富山国際大学

（一社）四国地域
大学ネットワーク
機構

（一社）学修評価・
教育開発協議会

【図表14】認定された大学等連携推進法人 
取り組み内容大学

山口大学
山口県立大学
山口学芸大学

（一社）やまぐち共創
大学コンソーシアム

●連携開設科目の開設（2021年度～） 教養教育分野、留学生対象科目、
高度専門人材養成（教員養成、幼児教育、看護教育、社会科学等）
●教育資源の有効活用 施設の共同利用、就職支援の相互利用等
●学生・教職員の交流 合同講演会／研修の開催、事務職員の人事交流
●効率的な大学運営 電気の共同契約、消耗品等の共同調達
●連携の枠組みを活かした地域貢献活動 新型コロナウイルスワクチンの大学拠点接種　等

●連携開設科目の開設（2023年度～）
●連携教職課程の開設（2023年度～）
教員養成（美術、家庭、情報）
→単独大学の教育リソースだけでは為しえない、一層厚みのある教員養成
●持続可能な地域を牽引できる人財を育成する「四国人財育成塾」事業
→シンポジウムの開催などによって、わが国のモデルとなる地域社会実現のための情報を発信

●国内留学事業（学生の相互派遣）
●単位互換プログラム事業の実施
●連携開設科目の開設（2023年度～）
社会の要請に応える新たな科目（教員養成、幼児教育、データサイエンス等）
地域の課題解決に係る科目
●学生・社会人への教育プログラムの開発（予定）、学修成果の評価方法の開発・普及

●連携開設科目の開設（2023年度～）
SPARC教育プログラムにおいて予定されている「地域学」
●3大学LMS、共学IR
●地域の高大接続推進事業として高校生の探究活動「ジュニアリサーチセッション」の実施 等

25 24No.308No.308

＊【図表15･16】文部科学省公表資料を参考に作成

＊文部科学省資料より編集部でまとめ（「 私立大学等改革総合支援事業」の②③⑤はそれぞれタイプ名を示す）  

＊文部科学省「『事後型の規制・制度』による学校法人・学校の連携・再編及び撤退の促進に係る文部科学省の取組について」（2022年11月30日規制改革推進会議 人への投資WG資料）等をまとめたもの

取材・文／本間学

      

一
大
学
で
は
解
決
困
難
な
課
題
解

決
の
た
め
の
支
援
事
業
を
行
う
。

　国
は
こ
れ
ま
で
も
、
さ
ま
ざ
ま
な
補

助
事
業
な
ど
を
通
じ
て
、
大
学
と
地
域

と
の
連
携
と
、
そ
の
た
め
の
組
織
的
な

基
盤
づ
く
り
を
支
援
し
て
き
た
【
図
表

13
】。
２
０
１
８
年
か
ら
は
グ
ラ
ン
ド

デ
ザ
イ
ン
答
申
に
基
づ
き
、
地
域
課
題

解
決
の
た
め
の
連
携
モ
デ
ル
「
地
域
連

携
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
」
の
構
築
を
促

進
。
２
０
２
１
年
に
は
大
学
間
の
強
み

を
生
か
し
た
連
携
を
推
進
す
る
「
大
学

等
連
携
推
進
法
人
」
制
度
を
設
け
て
い

る
。　大

学
等
連
携
推
進
法
人
に
認
定
さ
れ

れ
ば
、「
連
携
開
設
科
目
」
の
開
設
や
、

「
共
同
教
育
課
程
の
規
制
緩
和
」
な
ど
、

教
学
上
の
特
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措
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受
け
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、
教
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機
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の
強
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大
学
運
営
の
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を
推
進
で
き
る
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０
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３
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認
定
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る
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図
表
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０
２
１
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れ
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修
評
価
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教
育
開
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議
会
」
は
、
学
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募
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の
競
合

に
な
り
に
く
い
地
域
外
の
大
学
同
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連
携
し
た
異
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の
法
人
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こ
れ
に
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各
地
域
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な
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献
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で
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。
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０
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連
携
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築
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。
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携
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携
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連
携
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あ
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連
携
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成
に
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築
が
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に
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れ
る

が
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で
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の
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度
に
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等
の
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も
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る
タ
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①
は
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レ
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型
、
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プ
②
は
ス
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と
言
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る
。
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期
間
は
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大
6
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、
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プ
①

は
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間
2
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円
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度
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②
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1
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。
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①
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②
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０
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も
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た
に
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る
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だ
。
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て
、
本
特
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で
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た
大
学
か
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は
、「
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関

係
に
あ
る
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手
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ま
で
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を
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る
の
か
が
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ト
」「
自
分

た
ち
の
希
望
を
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に
望
む
だ
け
で
は

実
質
化
し
な
い
」と
い
う
意
見
も
出
た
。

有
効
な
連
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を
実
現
す
る
た
め
の
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考

に
さ
れ
た
い
。

特集  みんなで挑む！人口減

【図表13】直近10年の文部科学省による地域や大学との連携を促す主な事業【図表15】地域活性化人材育成事業～SPARC概要（Supereminent Program for Activating Regional Collaboration）
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地域連携

私立大学等
改革総合
支援事業

③地域社会へ
の貢献（地域
連 携 型 ／ プ
ラットフォーム
型）

②地域特色型 ② 地 域 発 展
③産業界・他
大学等との連
携

② 地 域 発 展
③産業界・他
大学等との連
携

② 地 域 発 展
③産業界・他
大学等との連
携

③ 地 域 社 会
への貢献（地
域連携型／プ
ラットフォーム
型）

③ 地 域 社 会
への貢献（地
域連携型／プ
ラットフォーム
型）

③ 地 域 社 会
への貢献（地
域連携型／プ
ラットフォーム
型）

大学教育再生
加 速プログラ
ム（AP）

知的集約型社
会を支える人
材育成事業

一法人
複数大学制度

（国立大学）

大学等
連携推進法人

大学による地
方創生人材教
育プログラム
構築事業

（COC＋R）

地 域 連 携 プ
ラットフォーム

地（知）の拠点
による地方創
生 推 進 事 業

（COC＋）

地（知）の拠点整
備事業（COC）
／私立大学等
改革総合支援
事業

地域活性化人
材育成事業

（SPARC）

【図表16】2022年度SPARC選定事業一覧

タ
イ
プ
①

タ
イ
プ
②

事業名称 事業協力機關

知（地）のソーシャルキャピタル 
～学びの山梨モデル～構築事業

山梨県

長野県

山口県

岐阜県

熊本県

宮崎県

山梨県立大学 山梨県
（公財） やまなし産業支援機構、
（公社）やまなし観光推進機構、
専修学校山梨予備校

山梨中央銀行

長野工業
高等専門
学校

山口しごと
センター

連合宮崎

株式会社
八十二銀行

一般社団法人
山口県銀行協会、 
山口県信用金庫
協会、山口銀行

十六銀行

株式会社
肥後銀行

宮崎銀行、
宮崎太陽銀行、
宮崎県信用金庫
協会

一般社団法人長野県経営者協会

山口経済同友会、
山口県経営者協会、
公益財団法人やまぐち産業振興財団

岐阜県経営者協会、 岐阜県中小企業家
同友会、 長良川温泉若女将会、
柳ケ瀬を楽しいまちにする株式会社、
Global Mobility Service株式会社

熊本経済同友会、
一般社団法人熊本県工業連合会、
一般社団法人熊本県情報サービス産業協会

宮崎県商工会議所連合会、宮崎県商工
会連合会、宮崎県中小企業団体中央会、
宮崎県工業会、 宮崎県農業協同組合
中央会、宮崎県産業振興機構

長野県

山口県、
山口市

岐阜県、
岐阜市、
中津川市、
高山市

熊本県、
熊本市

宮崎県、
宮崎市、
都城市

長野大学、 
佐久大学

山口県立大学、
山口学芸大学

中部学院大学、
岐阜市立女子
短期大学

熊本県立大学
（協力校：東海大学）

南九州大学、 
宮崎国際大学、
宮崎学園短期大学

「しあわせ信州」を創造する
地域活性化高度人材育成プログラム

ぎふ地域創発人材育成プログラム　
～地域活性化を目指した知的基盤の確立～

くまもとの未来を拓くグローバルDX人材育成プロジェクト
―地域社会と国公私3大学の連携による

“くまもと型文理融合DX教育”の構築を目指して―

新しい価値を創造し持続可能な地域づくりを
牽引する『多様な未来共創人材』の
育成プログラム

ひとや地域 (まち・文化教育) の
well-beingに貢献する文系DX人材の育成

取組
イメージ 大学等連携推進法人

高大接続
大学の授業科目の先取り履修や、理系進学を
敬遠しがちな女子生徒向けの取組等を実施

STEAM教育を基盤とした学部等へと再編

※中間評価時に学部等の再編計画を提出し、令和10年４月までに実施

地域連携プラットフォーム
求める人材を育成するため
地域資源を集中

●求める人材像の明確化
●地域が提供できる
　教育資源を提示

対象：異なる設置形態の大学による構想・計画
資金：民間からの資源も獲得
取組の内在化：事業の継続性発展性を確保する
ため、事業の進捗に合わせ補助額を逓減
事業期間：最大６年間（令和４年度～令和９年度）

【タイプ①】学部等の再編を目指す取組
【選定件数・単価】５件×200,000千円

その他金融機関企業・経済団体地方公共団体参加校
対象地域

〈事業内容〉地域社会と大学間の連携を通じて既存の教育プログラムを再構築し、地域を牽引する人材を育成

経済
団体

自治体

金融
機関

連携開設科目を活用し、教育機能の強化

【タイプ②】高度な連携を目指す取組
【選定件数・単価】４件×100,000千円

〇〇学園大学

事業
スキーム

〇〇工科大学 〇〇大学 〇〇学園大学

理学・工学

情報学・統計学

オンラインもフル活用した一体的運営

連携大学のリソース等を活用した
横断的なSTEAM教育

地域と連携した
教育プログラム

地域の場を活用したPBL

アントレプレナーシップ教育

地域学（寄付講座等）  等

・教育プログラムの提案
・奨学金返還支援
・実務家教員の派遣 等

地域社会

②地域発展
③産業界・他大
学等との連携
⑤プラットフォー
ム形成（地方型
／都市型）

③他大学等と
の広 域・分 野
連携⑤プラッ
トフォーム形成
（地方型／都
市型）〇〇工科大学 〇〇大学

〇〇大学〇〇工科大学 〇〇学園大学

人文社会学

Q.

地
域
連
携
に
ま
つ
わ
る

国
の
政
策
動
向
は
？

A

法人

（一社）大学
アライアンス
やまなし

山梨大学
山梨県立大学

徳島大学
鳴門教育大学
香川大学
愛媛大学
高知大学

関西国際大学
北陸学院大学
共愛学園前橋国際大学
宮崎国際大学
富山国際大学

（一社）四国地域
大学ネットワーク
機構

（一社）学修評価・
教育開発協議会

【図表14】認定された大学等連携推進法人 
取り組み内容大学

山口大学
山口県立大学
山口学芸大学

（一社）やまぐち共創
大学コンソーシアム

●連携開設科目の開設（2021年度～） 教養教育分野、留学生対象科目、
高度専門人材養成（教員養成、幼児教育、看護教育、社会科学等）
●教育資源の有効活用 施設の共同利用、就職支援の相互利用等
●学生・教職員の交流 合同講演会／研修の開催、事務職員の人事交流
●効率的な大学運営 電気の共同契約、消耗品等の共同調達
●連携の枠組みを活かした地域貢献活動 新型コロナウイルスワクチンの大学拠点接種　等

●連携開設科目の開設（2023年度～）
●連携教職課程の開設（2023年度～）
教員養成（美術、家庭、情報）
→単独大学の教育リソースだけでは為しえない、一層厚みのある教員養成
●持続可能な地域を牽引できる人財を育成する「四国人財育成塾」事業
→シンポジウムの開催などによって、わが国のモデルとなる地域社会実現のための情報を発信

●国内留学事業（学生の相互派遣）
●単位互換プログラム事業の実施
●連携開設科目の開設（2023年度～）
社会の要請に応える新たな科目（教員養成、幼児教育、データサイエンス等）
地域の課題解決に係る科目
●学生・社会人への教育プログラムの開発（予定）、学修成果の評価方法の開発・普及

●連携開設科目の開設（2023年度～）
SPARC教育プログラムにおいて予定されている「地域学」
●3大学LMS、共学IR
●地域の高大接続推進事業として高校生の探究活動「ジュニアリサーチセッション」の実施 等



安田女子大学

桜美林大学

青森大学

地域連携にあたって大学が取り組むべきこと 大学経営上のメリット

自学が責任を負う地域を決め、地域のことを知る
→自学の「地域」とはどこか？

地域の小中高からの認知、理解度アップ
→地元大学への進学意欲向上

地域の自治体や企業からの認知や理解度アップ
→学生の社会での教育機会やキャリアの拡充

地元から協業の声がかかる、期待される存在になる
→学生の社会での教育機会やキャリアの拡充、
   リカレント教育の機会増

大学の課題が地域にとって自分事化する
→大学の経営課題解決に向けて地域や他大学のサポートを
　得られる

地域の一員として雑巾がけから始める
→「来賓」ではなく地域を支える「バックヤードスタッフ」

自学が持つデータを共有する
→18歳人口の流出が問題の場合、進学動向、卒業後の
　就職動向の詳細なデータは大学が持っている

自学の方針に合う採用人事、組織文化をつくる
→「地域連携室」があれば自動的に地域連携が活発になる
　わけではない
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共
通
の
目
的
の
下
、地
域
の「
一
員
」

と
し
て
取
り
組
む
こ
と
。

　文
科
省
が
進
め
る
、
地
域
連
携
プ

ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
【
図
表
17
】。
多
く

の
大
学
は
い
ず
れ
か
の
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
に
参
加
し
て
い
る
が
、
成
果

は
こ
れ
か
ら
と
い
う
と
こ
ろ
が
多
い
。

そ
の
中
で
、
群
馬
県
前
橋
市
の
５
大
学

が
参
加
す
る
「
め
ぶ
く
。
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
前
橋
」
で
は
進
捗
が
み
ら
れ

る
【
図
表
18
】。

　同
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
（
Ｐ
Ｆ
）
の

特
徴
の
一
つ
が
、
行
政
が
主
体
と
な
っ

て
い
る
点
だ
。「
め
ぶ
く
。」と
い
う
ワ
ー

ド
は
も
と
も
と
前
橋
市
の
ま
ち
づ
く
り

ビ
ジ
ョ
ン
で
、Ｐ
Ｆ
も
市
の
政
策
の
一

つ
に
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
。
市
内
小

中
高
を
対
象
と
し
た
教
育
活
動
の
実

施
、
市
内
企
業
向
け
の
リ
カ
レ
ン
ト
教

育
な
ど
が
、
市
の
ス
キ
ー
ム
を
利
用
し

て
実
現
。
市
が
取
り
組
む
デ
ジ
タ
ル
田

園
都
市
事
業
に
よ
り
拠
点
を
設
置
す
る

大
企
業
が
増
え
た
が
、Ｐ
Ｆ
も
こ
の
事

業
と
歩
調
を
合
わ
せ
る
こ
と
で
、
産
学

連
携
も
進
む
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
。

　
共
愛
学
園
前
橋
国
際
大
学
の
大
森
学

長
は
言
う
。「
自
治
体
や
企
業
と
関
係

を
築
け
た
か
ら
と
い
っ
て
、
そ
の
二
者

が
直
接
、
受
験
生
を
連
れ
て
き
て
く
れ

る
わ
け
で
は
な
い
。
自
治
体
も
、
地
域

の
私
大
か
ら
税
収
は
見
込
め
な
い
。
し

か
し
、
連
携
に
よ
っ
て
地
域
が
盛
り
上

が
れ
ば
、
結
果
と
し
て
自
学
の
教
育
の

充
実
↓
評
価
の
向
上
↓
受
験
生
へ
の
認

知
、
の
連
鎖
が
起
き
得
る
」。【
図
表

19
】
に
は
大
森
学
長
の
経
験
を
基
に
地

域
連
携
に
あ
た
っ
て
大
学
が
取
り
組
む

べ
き
こ
と
と
、
大
学
経
営
へ
の
メ
リ
ッ

ト
を
ま
と
め
た
の
で
、
参
考
に
さ
れ
た

い
。　も

ち
ろ
ん
、
地
域
連
携
は
大
学
単
独

で
も
取
り
組
め
る
。安
田
女
子
大
学
は
、

地
元
２
０
０
社
以
上
の
協
力
を
得
て
、

キ
ャ
リ
ア
科
目
と
し
て
全
学
生
に
イ
ン

タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
機
会
を
提
供
。
企
業

と
教
職
員
が
協
働
で
実
習
内
容
を
検
討

す
る
、
実
施
前
後
の
研
修
を
徹
底
的
に

行
う
、
実
施
期
間
以
外
も
職
員
が
各
企

業
を
回
る
、
と
い
っ
た
丁
寧
な
取
り
組

み
で
信
頼
を
獲
得
し
、
就
職
実
績
に
結

び
付
け
て
い
る
。「
地
方
だ
か
ら
こ
そ
、

地
域
と
の
連
携
は
結
び
や
す
い
。
県
と

の
連
携
協
力
協
定
、
プ
ロ
ス
ポ
ー
ツ
ク

ラ
ブ
や
大
手
商
業
施
設
と
コ
ラ
ボ
し
た

教
育
な
ど
は
、
自
治
体
や
企
業
と
の
距

離
が
近
い
地
方
な
ら
で
は
で
は
な
い
だ

ろ
う
か
」（
安
田
女
子
大
学
）。

　そ
の
ほ
か
に
も
、青
森
大
学
に
よ
る
、

自
治
体
と
協
力
し
て
高
等
教
育
の
空
白

エ
リ
ア
に
サ
テ
ラ
イ
ト
キ
ャ
ン
パ
ス
を

つ
く
る
ユ
ニ
ー
ク
な
施
策
な
ど
、
今
号

で
取
材
し
た
各
大
学
の
単
独
で
の
地
域

連
携
に
つ
い
て
、
工
夫
例
を
【
図
表

20
】
に
ま
と
め
た
。

【図表17】地域連携プラットフォームで共有・議論・実行することが考えられる事項【図表19】地域連携にあたって大学が取り組むべきことと、大学経営上のメリットの例

【図表20】各大学の地域連携の工夫例と成果

＊文部科学省「『事後型の規制・制度』による学校法人・学校の連携・再編及び撤退の促進に係る文部科学省の取組について」（2022年）

地域社会のビジョンの共有、理解の促進
▶地域社会、地域産業のビジョン等
▶地域の高等教育の果たす役割を再確認 等

地域の現状・課題の共有と将来予測
▶大学進学時等の人口動態、地域社会・
　産業構造、将来予測も含め議論　等

共同研究の実施
共同大学説明会の実施
共同の奨学金制度の検討
高校生を対象にしたキャリア開発プログラムの実施
共同教育プログラムの開発

合同FD・SDの開催

留学プログラムの開発
共同で公開講座を開催
他県先進コンソーシアムへの視察の実施
シンポジウムの開催
小中学校コミュニティースクール化の支援
リスクマネジメント委員会の設置
若者定着に向けた異業種交流会
ハタラクラスぐんまとの連携
市内定着者への奨励金

リカレント教育プログラムの開発

進学・就職の統計的な傾向分析

議論することが考えられる事項
▶プラットフォームにおける共通的な目標、
　方向性の確認
▶目標等を踏まえた行動計画、地域課題の解決策
▶地域の高等教育のグランドデザイン　等

課題解決のために実行する事項（例）
▶地域課題解決型の実践的な教育プロジェクトの提供
▶産業振興、イノベーションの創出
▶大学等進学率（特に域内進学率）や
　域内定着率の向上策
▶外国人留学生の受入れや社会人向け
　教育プログラムの開発　等

大学にとっての意義

大学の活性化に係る取組

教育の充実に係る取組
リスクマネジメントに係る取組

学生定着に係る取組 

人材育成に係る取組 

地域の高等教育機会と人材の確保 地域社会の維持・活性化

【図表18】「めぶく。プラットフォーム前橋」（MPFM）における大学の位置付け

■一大学では、あるいは大学界だ
けでは、取り組みが困難な地域課
題へのアプローチ

■個別展開していた事業を共同に
することで、互いの強みを持ち寄っ
たり、コストを案分でき、より良い事
業にしたり、持続可能性を担保

■前橋５大学が協働することで、
“前橋総合大学”として前橋で学ぶ
こと自体をアピール

■産官学が共同で地元定着に取
り組むことは、結果として、学生募
集につながる

■産官との協働により、地域人材
ニーズなどを議論

■（連携推進法人を含む）将来の
より密な協働に向けての関係構築

若者定着のための、市内高等
教育機関への進学率向上

初等中等教育支援

高大産官接続の充実

未来の前橋市を牽引する高等教育
機関に発展を遂げるFD・SDの充実

国際交流プログラムの開発
共同公開講座の実施

持続可能なプラットフォーム
体制整備

地域における災害対策の連携

若者定着のための、市内
就職先への就職率向上

なりたち
行 政

大 学

地域課題
解決

地域人材の育成・定着に向けた産学官連携基盤推進協議会

２０１８年９月 MPFMを運営するための組織として推進協議会が発足

高等教育機関との連携による課題解決と地域振興

▶卒業生の約70％が、広島県及び周辺エリアで働く
▶学内で行う企業説明会に、地元企業等200社が協力
▶地域の企業や学校が、PBLやボランティアなどの学び
の場を提供

共愛学園
前橋国際大学

京都光華
女子大学

▶インターンシップを通じた交流で、地域のニーズを把握
▶制服制度を採用し、教育実習、インターンシップ、就職
活動などの際に着用。地域人に「安田の学生」と認知し
てもらうためのアイコンとしている

▶地域住民の健康増進と地域医療の発展に貢献
▶「光華こどもひろば」、「光華ワクワク×健やかフェス」等
にて地域交流や多職種連携を実践
▶京都出身者の地元就職率約80％

▶大学のビジョン（「健康創造」「未来創造」）を軸に、京
都府・京都市・右京区・西京極の４つのフェーズで、地域と
の連携を強化。地域貢献と実学的教育の発展を図る
▶キャンパス内に「光華もの忘れ・フレイルクリニック」開設

▶地元就職率は毎年70～80％で安定
▶地域が「大学と組みたい」と考えたときの最初の相談
先になっている
▶地元企業との産学連携プログラムが多数実現

▶地域振興、学生や住民の教育機会の増加を連携のメ
リットと考え、自学の収入増には結びつけない
▶地域の課題をテーマとして実践的な教育を行うよさを
共有できる教員を採用

▶地域ニーズを設置校（幼稚園～大学）の教育に反映
▶官学連携を通じたPBL実践地域である鹿児島県徳之
島町で、プチ・オープンキャンパスを実施
▶首都圏以外からも安定的に受験生を確保

▶法人の地域社会連携室が地域のニーズを聞く
▶沖縄県の大学との単位互換制度、福島県、鹿児島県等、
遠隔地でのPBLなど、地方での教育実践を積極的に行う
▶探究学習支援プログラム「ディスカバ！」を全国展開し、
各地の高校との連携を強化

▶地元高校生の県内大学進学、地域定着の促進
▶地域の中高生の大学進学への意識向上
▶学生の地域イベント、まちづくりワークショップへの参画
による地域の活性化

▶人口流出に悩む大学空白地域の自治体（むつ市）や
地元産業界の要請に応じて新キャンパスを設置
▶地域のニーズをくみ取った人材育成、教育のしくみを
構築
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＊共愛学園前橋国際大学大森学長の話を基にまとめ

＊「めぶく。プラットフォーム前橋」資料

安田女子大学

桜美林大学

青森大学

地域連携にあたって大学が取り組むべきこと 大学経営上のメリット

自学が責任を負う地域を決め、地域のことを知る
→自学の「地域」とはどこか？

地域の小中高からの認知、理解度アップ
→地元大学への進学意欲向上

地域の自治体や企業からの認知や理解度アップ
→学生の社会での教育機会やキャリアの拡充

地元から協業の声がかかる、期待される存在になる
→学生の社会での教育機会やキャリアの拡充、
   リカレント教育の機会増

大学の課題が地域にとって自分事化する
→大学の経営課題解決に向けて地域や他大学のサポートを
　得られる

地域の一員として雑巾がけから始める
→「来賓」ではなく地域を支える「バックヤードスタッフ」

自学が持つデータを共有する
→18歳人口の流出が問題の場合、進学動向、卒業後の
　就職動向の詳細なデータは大学が持っている

自学の方針に合う採用人事、組織文化をつくる
→「地域連携室」があれば自動的に地域連携が活発になる
　わけではない
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共
通
の
目
的
の
下
、地
域
の「
一
員
」

と
し
て
取
り
組
む
こ
と
。

　文
科
省
が
進
め
る
、
地
域
連
携
プ

ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
【
図
表
17
】。
多
く

の
大
学
は
い
ず
れ
か
の
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
に
参
加
し
て
い
る
が
、
成
果

は
こ
れ
か
ら
と
い
う
と
こ
ろ
が
多
い
。

そ
の
中
で
、
群
馬
県
前
橋
市
の
５
大
学

が
参
加
す
る
「
め
ぶ
く
。
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
前
橋
」
で
は
進
捗
が
み
ら
れ

る
【
図
表
18
】。

　同
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
（
Ｐ
Ｆ
）
の

特
徴
の
一
つ
が
、
行
政
が
主
体
と
な
っ

て
い
る
点
だ
。「
め
ぶ
く
。」と
い
う
ワ
ー

ド
は
も
と
も
と
前
橋
市
の
ま
ち
づ
く
り

ビ
ジ
ョ
ン
で
、Ｐ
Ｆ
も
市
の
政
策
の
一

つ
に
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
。
市
内
小

中
高
を
対
象
と
し
た
教
育
活
動
の
実

施
、
市
内
企
業
向
け
の
リ
カ
レ
ン
ト
教

育
な
ど
が
、
市
の
ス
キ
ー
ム
を
利
用
し

て
実
現
。
市
が
取
り
組
む
デ
ジ
タ
ル
田

園
都
市
事
業
に
よ
り
拠
点
を
設
置
す
る

大
企
業
が
増
え
た
が
、Ｐ
Ｆ
も
こ
の
事

業
と
歩
調
を
合
わ
せ
る
こ
と
で
、
産
学

連
携
も
進
む
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
。

　
共
愛
学
園
前
橋
国
際
大
学
の
大
森
学

長
は
言
う
。「
自
治
体
や
企
業
と
関
係

を
築
け
た
か
ら
と
い
っ
て
、
そ
の
二
者

が
直
接
、
受
験
生
を
連
れ
て
き
て
く
れ

る
わ
け
で
は
な
い
。
自
治
体
も
、
地
域

の
私
大
か
ら
税
収
は
見
込
め
な
い
。
し

か
し
、
連
携
に
よ
っ
て
地
域
が
盛
り
上

が
れ
ば
、
結
果
と
し
て
自
学
の
教
育
の

充
実
↓
評
価
の
向
上
↓
受
験
生
へ
の
認

知
、
の
連
鎖
が
起
き
得
る
」。【
図
表
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】
に
は
大
森
学
長
の
経
験
を
基
に
地

域
連
携
に
あ
た
っ
て
大
学
が
取
り
組
む

べ
き
こ
と
と
、
大
学
経
営
へ
の
メ
リ
ッ

ト
を
ま
と
め
た
の
で
、
参
考
に
さ
れ
た

い
。　も

ち
ろ
ん
、
地
域
連
携
は
大
学
単
独

で
も
取
り
組
め
る
。安
田
女
子
大
学
は
、

地
元
２
０
０
社
以
上
の
協
力
を
得
て
、

キ
ャ
リ
ア
科
目
と
し
て
全
学
生
に
イ
ン

タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
機
会
を
提
供
。
企
業

と
教
職
員
が
協
働
で
実
習
内
容
を
検
討

す
る
、
実
施
前
後
の
研
修
を
徹
底
的
に

行
う
、
実
施
期
間
以
外
も
職
員
が
各
企

業
を
回
る
、
と
い
っ
た
丁
寧
な
取
り
組

み
で
信
頼
を
獲
得
し
、
就
職
実
績
に
結

び
付
け
て
い
る
。「
地
方
だ
か
ら
こ
そ
、

地
域
と
の
連
携
は
結
び
や
す
い
。
県
と

の
連
携
協
力
協
定
、
プ
ロ
ス
ポ
ー
ツ
ク

ラ
ブ
や
大
手
商
業
施
設
と
コ
ラ
ボ
し
た

教
育
な
ど
は
、
自
治
体
や
企
業
と
の
距

離
が
近
い
地
方
な
ら
で
は
で
は
な
い
だ

ろ
う
か
」（
安
田
女
子
大
学
）。

　そ
の
ほ
か
に
も
、青
森
大
学
に
よ
る
、

自
治
体
と
協
力
し
て
高
等
教
育
の
空
白

エ
リ
ア
に
サ
テ
ラ
イ
ト
キ
ャ
ン
パ
ス
を

つ
く
る
ユ
ニ
ー
ク
な
施
策
な
ど
、
今
号

で
取
材
し
た
各
大
学
の
単
独
で
の
地
域

連
携
に
つ
い
て
、
工
夫
例
を
【
図
表

20
】
に
ま
と
め
た
。

【図表17】地域連携プラットフォームで共有・議論・実行することが考えられる事項【図表19】地域連携にあたって大学が取り組むべきことと、大学経営上のメリットの例

【図表20】各大学の地域連携の工夫例と成果

＊文部科学省「『事後型の規制・制度』による学校法人・学校の連携・再編及び撤退の促進に係る文部科学省の取組について」（2022年）

地域社会のビジョンの共有、理解の促進
▶地域社会、地域産業のビジョン等
▶地域の高等教育の果たす役割を再確認 等

地域の現状・課題の共有と将来予測
▶大学進学時等の人口動態、地域社会・
　産業構造、将来予測も含め議論　等

共同研究の実施
共同大学説明会の実施
共同の奨学金制度の検討
高校生を対象にしたキャリア開発プログラムの実施
共同教育プログラムの開発

合同FD・SDの開催

留学プログラムの開発
共同で公開講座を開催
他県先進コンソーシアムへの視察の実施
シンポジウムの開催
小中学校コミュニティースクール化の支援
リスクマネジメント委員会の設置
若者定着に向けた異業種交流会
ハタラクラスぐんまとの連携
市内定着者への奨励金

リカレント教育プログラムの開発

進学・就職の統計的な傾向分析

議論することが考えられる事項
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　方向性の確認
▶目標等を踏まえた行動計画、地域課題の解決策
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課題解決のために実行する事項（例）
▶地域課題解決型の実践的な教育プロジェクトの提供
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教育の充実に係る取組
リスクマネジメントに係る取組

学生定着に係る取組 

人材育成に係る取組 

地域の高等教育機会と人材の確保 地域社会の維持・活性化

【図表18】「めぶく。プラットフォーム前橋」（MPFM）における大学の位置付け

■一大学では、あるいは大学界だ
けでは、取り組みが困難な地域課
題へのアプローチ

■個別展開していた事業を共同に
することで、互いの強みを持ち寄っ
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業にしたり、持続可能性を担保

■前橋５大学が協働することで、
“前橋総合大学”として前橋で学ぶ
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■産官学が共同で地元定着に取
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地元産業界の要請に応じて新キャンパスを設置
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